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第５部 保健・医療・福祉の総合的取組の推進 

 

第１章 結核・感染症対策 

 

１ 結核対策 

わが国における結核の状況は、結核予防法に基づく各種の対策、医療の進歩、生活環境の向上

等により大幅に改善されたものの、令和元年には、全国で約１万４千人の新規結核患者が発生し、

約２千百人が結核で死亡するなど、依然として公衆衛生上の大きな課題となっている。本県では、

結核患者の発生が全国的にみても高い状況を踏まえ、「兵庫県感染症予防計画」に基づき、結核予

防の普及啓発､健康診断、結核の治療などの対策を推進することにより結核り患率の低下を図る。 

 

【現 状】  

かつて結核は、若年者を中心にり患する傾向にあったが、近年は基礎疾患を有する高齢者や糖尿

病などのハイリスクグループを中心としたり患に変化するとともに、都市部での発生が多いなど

地域間におけるり患率の格差が生じている。 

本県では、患者の早期発見、早期治療を基本に「結核予防普及啓発活動の展開」、「結核推進体制

の確立」、「結核医療体制の整備」、「結核医療の適正化」、「結核患者の管理・接触者健診の推進」等

を実施している。本県における令和元年の結核り患率は、全国ワースト３位である。 

 

 

令和元年結核り患率（圏域別）           （単位 患者数：人、り患率：人口10万対） 

 区      分 神戸 阪神 東播磨 北播磨 播磨姫路 

人      口 1,522,944 1,751,123 713,697 265,529 820,689 

  患者数 262 266 81 29 80 

   り患率 17.2 152 11.3 10.9 9.7 

  塗抹陽性 患者数 80 104 30 12 41 

  肺 結 核 り患率 5.3 5.9 4.2 4.5 5.0 

 1.0

 10.0

 100.0

 1,000.0

り患率（人口10万対）

年次

結核り患率年次推移
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 区      分 但馬  丹波  淡路 県全体 全国 

人      口 159,879 101,720 128,013 5463,594 126,167,000 

  患者数 11 17 19 765 14,460 

   り患率 6.9 16.7 14.8 14.0 11.5 

  塗抹陽性 患者数 2 7 9 28.5 5.231 

  肺 結 核 り患率 1.3 6.9 7.0 5.2 4.1 

注) 県全体及び各圏域別の人口は、県統計課の令和元年10月１日現在の推計人口を使用した。 

 

令和元年における県全体の新規登録者数（年齢階層別） 

区 分 
０～４

歳 

５～９

歳 

10～

14 歳 

15～

19 歳 

20～

29 歳 

30～

39 歳 

40～

49 歳 

50～

59 歳 

60～

69 歳 

70 歳

～ 
計 

人 数 0 0 0 4 38 2 41 56 81 521 765 

割合(%） 0 0 0 0.5 5.0 3.1 5.4 7.3 10.6 68.1 100.0 

 

【課 題】 

(1) 結核り患率が全国値よりも高い。 

(2) 結核新登録患者の年齢別構成をみると、約６割が70歳以上の者であり、高齢者に対する対策

が重要課題である。 

(3) 神戸圏域、阪神圏域の結核り患率は、県り患率を上回り、その他の地域に比べ高値を示してい

る。結核り患率に地域間格差がみられるため、引き続き地域の実情に応じ適切な対策を行う必要

がある。 

 

【推進方策】 

(1) 結核予防普及啓発活動の展開（県、保健所設置市） 

結核予防のための正しい知識を広く県民に普及する。特に、発生頻度が高い高齢者に対して

は、老人会など地域組織と連携し、地域の実情に応じて普及啓発を実施する。 

(2) 結核推進体制の確立（県、保健所設置市） 

県・保健所設置市の結核対策連絡調整会議の開催により結核施策を推進するとともに、地域

の結核対策を担う結核実務者（医師・保健師等）の研修を実施する。 

(3) 結核医療体制の整備（県、保健所設置市） 

ア 結核指定医療機関の指定 

イ 結核病床の確保 

(4) 結核医療の適正化（県、保健所設置市） 

    多剤耐性結核の発生を防止、合併症の適切な治療を図るため、結核医療の基準に基づいた医

療について、各圏域感染症診査協議会等により医療機関に周知し、結核医療の適正化を図る。 
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(5) 結核患者の管理・接触者健診の推進 

結核患者の訪問指導及び接触者の健康診断を徹底するとともに、感染源調査等の実施により

結核のまん延防止を図る。さらに、結核患者等の管理について評価を行い、結核患者の治療

脱落の防止を図る。 

ア  ＤＯＴＳ事業(患者自宅訪問等による服薬確認)の推進（県、保健所設置市） 

イ 結核患者の訪問指導及び接触者の健康診断（ＩＧＲＡ等）の実施（県、保健所設置市） 

ウ 分子疫学的手法からなる病原体サーベイランスの実施（県、保健所設置市） 

エ 結核患者治療成績評価推進事業(コホート観察調査(患者管理)等)の実施 

（県、保健所設置市） 

 

【目 標】 

目標 策定時 現状値 目標値（達成年度） 

人口10万対結核罹患率の低下 15.3（H28） 14.0（R1） 10.0（R3） 
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結 核 予 防 シ ス テ ム 図  
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・結核対策連絡調整会議の開催 

・結核実務者(医師、保健師等)の研修 

等 

結 核 推 進 体 制 の 確 立 
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・県民に対する正しい知識の普及 

・定期結核健康診断の推進 

・高齢者を重点とした普及啓発活動 等 

結核予防普及活動の展開 

・結核病床の確保 

・結核指定医療機関の指定    等 

結 核 医 療 体 制 の 整 備  

・結核医療基準の周知 

・感染症診査協議会の運営 

  等 

結 核 医 療 の 適 正 化  

発 生 動 向 体 制 の 充 実  

・ＤＯＴＳ事業(直接服薬確認両方)の推進 

・患者管理及び接触者検診（ＩＧＲＡ）の推

進 

・分子疫学的手法からなる病原体サーベイ

ランスの実施 

・ 結核患者治療成績評価推進事業の実施              

等 
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２ エイズ対策 

日本におけるエイズ患者及びＨＩＶ感染者の発生動向は、新規報告について横ばい傾向となっ

ていた。しかし令和2年には本県において増加に転じており、注視が必要である。 

ＨＩＶ感染は、正しい知識とそれに基づく個人個人の注意深い行動により予防可能な疾患であ

る。このため、医療機関・ＮＧＯ等関係機関と必要に応じ連携を取りながら、特に感染者の多い

若年層やМＳМ（男性間で性行為を行なう者）等個別施策層を中心に啓発に努めるほか、ＨＩＶ

感染者の早期発見及び医 療機関への受診勧奨により、ＨＩＶの感染拡大を防止するとともに、

エイズに関する正しい知識の普及啓発により、患者・感染者に対する差別・偏見の解消をめざ

す。 

 

【現 状】 

(1) 患者・感染者の状況                                                                 

平成31年(令和元年)末における患者・感染者の平成元年からの届出累計は、全国で患者

9,586人、感染者21,581人、そのうち、本県が患者252人、感染者466人となっている。国内

のＨＩＶ感染者・エイズ患者の新規届出数は近年、年間約1,400人で推移している。 

感染経路の傾向としては、感染者で平成31年の同性間性的接触によるものが本県52.6%(全

国 72%)・異性間性的接触26.3%(全国 15%)、患者で同性間性的接触によるものが本県10.5%(全国

54%)・異性間性的接触15.8%(全国17%)となっており、同性間性的接触が多い傾向にある。 

平成 28 年には感染者および患者のうち患者が占める割合(「いきなりエイズ」率)が兵庫県

42.9％(全国 30.2%)であったが、平成 31 年では兵庫県 24.0%(全国 26.9%)となった。但し本県に

おいて令和 2 年は 53.4%となっており、令和 2 年 2 月より流行中である新型コロナウイルス感染

症との鑑別診断等が要因にあるのか、あるいは真の近年の新規発症・新規感染の増加なのか等の

視点を含め、引き続きの注視と対策の継続が必要である。 

エイズ患者・ＨＩＶ感染者新規届出数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 対策の取り組み状況 

県健康福祉事務所及び市保健所において、無料・匿名のＨＩＶ抗体検査等を実施し感染者の早

期発見と受診勧奨を進めているほか、若い世代等県民への啓発を実施している。また、医療体制

を充実させるため、エイズ治療中核拠点病院を選定し医療連携体制の整備を進めるとともに、医

療機関の職員等を対象とした研修会に対し補助を行なっている。 
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【課 題】 

(1) 本県の新規届出数に占めるエイズ患者の割合が高い。潜在的な感染者の存在も推測され、患

者・感染者の早期発見・早期治療が重要である。 

(2) 性感染症に罹るとＨＩＶに感染しやすくなる傾向があり、性感染症の増加がみられる若い世

代への啓発が大切である。 

(3) 患者・感染者への差別や偏見を解消していくことが重要である。 

(4) 治療法の進歩に伴い、致死的な感染症から慢性的なウイルス感染症となるに従い、地域一般

の医療機関・保健関係者等の適切な知識の更新や意識付けを行なうことが重要である。 

 

【推進方策】 

「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針」（平成24年告示第21号）の趣旨を踏ま

え、引き続き次のとおりエイズ対策を推進していく。 

(1) 性感染症対策とも連動しながら、ＨＩＶの感染経路や感染予防方法等についての正しい知識

の普及を図るため、若年者を対象に健康教育を実施するなど、特に個別施策層＊を主な対象と

して効果的な啓発活動を地域の実情を踏まえて実施する。（県、保健所設置市） 

(2) 県民及び患者・感染者の相談に対応するため、県健康福祉事務所の相談窓口の周知を図り、

ＨＩＶに関する電話相談を実施する。（県、保健所設置市） 

(3) 患者・感染者の潜在化を防ぎ、早期発見及び医療機関への受診を促進するため、県健康福祉

事務所及び市保健所において無料・匿名のＨＩＶ抗体検査を実施する。（県、保健所設置市） 

(4) 県民が身近な医療機関を受診できるよう、専門的治療を行うエイズ治療拠点病院のほか地域

ごとにエイズ診療協力病院を選定するとともに、医療従事者の研修、医療機関へのエイズカウ

ンセラー派遣などを行い、医療体制の充実を図る。（県） 

 

【目 標】 

感染の早期発見及び医療機関の受診を促進する。        

目標 策定時 現状値 目標値（達成年度） 

年間患者・感染者届出数に

占める患者割合の低下 

42.9％（H28） 

※全国値30.2％ 

53.4%(令和 2 年) 

※参考 平成31年 

全国 26.9・県 24.0% 

兵庫県値＜全国値＞ 

（令和3年） 
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○ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）感染症・エイズ： 
ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）に感染した状態をＨＩＶ感染症といい、ニューモシスチス肺

炎やカポジ肉腫などの指標疾患を発症した状態をエイズ（ＡＩＤＳ、後天性免疫不全症候群）と
いう。 
ＨＩＶ感染から発症まではおよそ数年～10年の無症候期があり、特徴的な症状もないため、検

査を受けなければ感染していることが分からないが、この期間であっても感染力はあるため、知
らないうちに他の人に感染させてしまうことがある。 
近年は、治療薬・治療方法の進歩により慢性疾患的な疾病とはなってきたが、服薬し続ける必

要がある。 
また、エイズ発症前に治療を開始する方が治療効果が高く、周囲への感染拡大を防ぐことと併

せ、早期発見・早期受診が重要となる。 
 
○個別施策層： 
感染の可能性が疫学的に懸念されながらも、感染に関する正しい知識の入手が困難であったり、

偏見や差別が存在している社会的背景等から、適切な保健医療サービスを受けていないと考えら
れるために施策の実施において特別の配慮を必要とする人々をいう。 
具体的には、①性に関する意志決定や行動選択に係る能力の形成過程にある青少年、②言語的

障壁や文化的障壁のある外国人、③性的指向の側面で配慮の必要なＭＳＭ（男性間で性行為を行
う者）、④性風俗産業の従事者及び利用者が挙げられる。 
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エイズ予防システム図 

 

 

 

正しい知識の普及啓発 

・啓発の実施 

・若年者への健康教育 

等 

 

 

検査体制の充実 

・県健康福祉事務所での無料匿

名ＨＩＶ抗体検査の実施 

・休日等のＨＩＶ抗体検査の実 

施      等 

 

 

 

  

推進体制の確立 

・エイズ対策の推進 

・各市保健所等関係機関との

連絡会議の開催 

相談・指導体制の充実 

・外国人エイズ電話相談の実施 

・健康福祉事務所等関係職員の

スキルアップ   

・エイズカウンセラー派遣     

医療体制の充実 

・エイズ治療拠点病院、エイ

ズ診療協力病院の確保 

・エイズ治療拠点病院と一

般病院との連携強化 

・医療従事者に対する研修 

等 
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兵庫県におけるエイズ治療拠点病院 令和2年10月1日現在   

兵庫医科大学病院（西宮市）：中核拠点病院 

神戸大学医学部附属病院（神戸市） 

独立行政法人国立病院機構神戸医療センター（神戸市）  

神戸市立医療センター中央市民病院（神戸市） 

県立尼崎総合医療センター（尼崎市） 

独立行政法人労働者健康安全機構 関西労災病院（尼崎市） 

独立行政法人国立病院機構兵庫中央病院（三田市） 

県立加古川医療センター（加古川市） 

独立行政法人国立病院機構姫路医療センター（姫路市） 

公立豊岡病院組合立豊岡病院（豊岡市） 

県立淡路医療センター（洲本市）  
 
※ 独立行政法人国立病院機構兵庫中央病院〔旧国立療養所兵庫中央病院〕は、結核を

併発した患者・感染者への適切な医療を確保するためのエイズ治療拠点病院である。 
 
３ 感染症対策 

平成14年に策定した「兵庫県感染症予防計画」（平成30年１月一部改定）に基づき、感染症発

生時の保健所を中核とした医療機関・市町等との協力体制の強化、感染症患者発生に対する医療

機関協力体制、感染症発生動向調査及び情報提供の充実を図り、感染症の発生予防とその拡大防

止を図っている。 

また、新型インフルエンザについては、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成25年４月

施行）に基づき新たに策定した「兵庫県新型インフルエンザ等対策行動計画」（平成25年 10月策

定、平成30年 2月一部改定）により各種対策の促進を図り、国、市町、医師会等の関係団体と連

携のうえ、計画的に取り組むこととしている。 

令和 2 年 2 月から「新型コロナウイルス感染症」が指定感染症として指定されたが、無症状者

でも有症状者と同等のウイルス量を排出する等の特徴があり、世界的なパンデミックを引き起こ

している。今後、入院勧告の対象者、感染症類型の見直しやワクチン接種も推進される見込みで

あるが、世界規模での感染対策が必要な疾患である。 

 

【現 状】  

(1)  医療体制 

    感染症の医療体制としては、主として一類感染症患者等（エボラ出血熱、ラッサ熱、ペスト等）

の医療を担当する第１種感染症指定医療機関として神戸市立医療センター中央市民病院（２床）、

県立加古川医療センター（２床）を指定し、二類感染症患者（急性灰白髄炎、ジフテリア等（結核を

除く））及び新型インフルエンザ等感染症等の医療を担当する第２種感染症指定医療機関（結核を除

く）として国の基準に基づき、２次保健医療機関ごとに下表の９病院（50床）を指定している。 
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    第２種感染症医療機関 

圏域名 病 院 名 圏域名 病 院 名 圏域名 病 院 名 

神 戸 
神戸市立医療センター 
中央市民病院 

北播磨 市立加西病院 但 馬 公立豊岡病院 

阪 神 
県立尼崎総合医療 
センター 播 磨 

姫 路 

姫路赤十字病院 丹 波 県立丹波医療センター 

東播磨 
県立加古川医療 
センター 

赤穂市民病院 淡 路 
県立淡路医療 
センター 

  ※柏原赤十字病院(第２種感染症医療機関)と県立柏原病院が 2019 年度に統合再編し、新病院の県

立丹波医療センターを第２種感染症医療機関に指定した。 

 

〇 新型コロナウイルス感染症の医療体制 (令和２年12月末現在) 

   ① 入院医療 

本県では、新型コロナウイルス感染症入院体制について、一般医療とのバランス

も考慮し、重症患者の医療に支障が生じないよう配意しつつ、新規患者の発生状況

に応じて、フェーズごとに体制を強化するシナリオを用意し、機動的な対応を行う

こととしている。 

陽性患者に対しては、各保健所による入院調整を基本としつつ、圏域を越える入院等各保健所

の依頼により、新型コロナウイルス入院コーディネートセンター（CCC-hyogo）が症状に応じた

適切な入院調整もしくは宿泊療養調整を行っている。 

 

②  外来医療 

     帰国者・接触者外来を75機関設置している。また、インフルエンザと新型コロナウイルス感

染症の同時流行に備え、地域の実情に応じて発熱患者を診察できるよう、医師会等と協力のうえ、

発熱等診療・検査医療機関1,042ヶ所を指定している。 

 

③ 検査 

衛生研究所、民間検査機関、帰国者・接触者外来へのPCR検査機器購入支援などにより、検査

体制の充実を図るとともに、保健所を介さず検査を行う「地域外来・検査センター」について８

ヶ所開設し、4,050件/日の検査件数を確保している。 

 

 

 

感染小康期 感染拡大特別期

目安
新規陽性
患者数

（１週間平均）

10人未満

体制構築
の考え方

病床数
750床程度～

うち重症120床程度～

宿泊療養 1,000室程度～

200床程度
うち重症40床程度

300床程度
うち重症50床程度

400床程度
うち重症70床程度

500床程度
うち重症90床程度

感染拡大期２

40人以上

200室程度 200室程度 300室程度 500室程度

感染警戒期 感染増加期 感染拡大期１

10人以上
（警戒基準）

20人以上 30人以上

15人/日の新規患者
数発生に対応

20人/日の新規患者
数発生に対応

30人/日の新規患者
数発生に対応

40人/日の新規患者
数発生に対応

700室程度

55人/日の新規患者数
発生に対応

650床程度
うち重症120床程度

総合的に判断
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【ＰＣＲ検査体制】 

区 分 
検査能力

（件） 

衛生研究所等 

兵庫県   700 

保健所設置市   685 

小  計 1,385 

民間検査機関 1,430 

医療機関 1,235 

合  計 4,050 

 

(2) 患者の状況 

一類感染症の発生状況は、法施行後、これまでに国内での届出はないが、発生国からの帰国

者、旅行者等による輸入例に注意を払う必要がある。また、二類感染症及び新型インフルエン

ザ等感染症の発生状況は、平成19年４月1日の法改正後の新分類では、結核を除けば県内の発

生事例はない。 

令和元年における県下の三類感染症の届出状況は、次表のとおりである。腸管出血性大腸菌

感染症を除く三類感染症については、国内発生は少なく、その多くが海外渡航等による輸入例

である（次表参照）。 

また、同年の腸管出血性大腸菌の届出については、154人であり、毎年、全国的な発生が見ら

れていることから、感染予防の啓発を行うとともに、関係機関との緊密な連携の下に、２次感

染防止の徹底を図っている。 

新型コロナウイルス感染症患者は、令和2年 3月 1日、県で初めて陽性者が確認され、12月

末までに10,003人の陽性者が確認されている。 

 

      兵庫県下の主な感染症の発生状況                （単位：人） 

 細菌性赤痢 腸チフス等 腸管出血性大腸菌 

平成 30年 ６（２） ０ １３３ 

令和元年 ２（１） ２（０） １５４ 

    （注）（ ）内は海外渡航者等の輸入例の再掲である。 
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 〇 新型コロナウイルス感染症（指定感染症）の発生状況 

 

(3) 感染症発生動向調査 

感染症の発生動向については、法に定める一類から五類感染症について、感染症発生動向調

査システム（コンピュータオンラインシステム）により把握する感染症発生動向調査事業を実

施している。同事業により収集された感染症情報については、県立健康科学研究所に設置した

県感染症情報センターにおいて、感染症の流行状況を分析・評価し、その結果を感染症発生動

向調査システム、インターネットホームページで公開している。感染症の予防のためのこれら

の情報を個人情報の保護に留意しながら積極的に公表していくことが県の責務として求められ

ている。 

新型コロナウイルス感染症については、別途、患者の発生を迅速に把握し、濃厚接触者情

報が共有可能な新型コロナウイルス感染者等情報把握･管理支援システム（HER-SYS）が導入さ

れ、積極的な運用が図られている。 

 

(4) 積極的疫学調査 

感染症の発生原因等を明らかにするため、健康福祉事務所は、必要がある場合、患者、無症

状病原体保有者、家族及び濃厚接触者等からの聞き取り調査、環境調査及びその他必要な試験

検査等からなる積極的疫学調査を実施し、感染拡大の防止対策を講じている。 

新型コロナウイルス感染症については、国の新型コロナウイルス接触確認アプリ「COCOA」や

「兵庫県新型コロナ追跡システム」の活用も行いながら、より積極的な疫学調査を実施している。 

 

 (5) 新型コロナウイルス感染症への対応 

本県における新型コロナウイルス感染症への対応については、対策本部会議（県、兵庫県医

師会、兵庫県病院協会、兵庫県民間病院協会、保健所長会等の関係機関で構成）にてとりまと

めた「新型コロナウイルス感染症に係る兵庫県対処方針」に基づき、総合的に対応している。 

新型コロナウイルス感染症に対し、効果的・効率的な対策を実施するとともに、新たな感染

症への備えにも活かすため、８月末までの県内の感染状況や県の対策について、分析・検証を

行った。引き続き感染の状況に応じた対応を行うとともに、一定の収束がみられた時期には、

総括検証を行い、今後の推進方策を検討する。 
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(6) 新型コロナウイルス感染症対応等新興感染症に対応した今後の医療提供体制の構築 

   本県における新型コロナウイルス感染症への対応については、対策本部会議

（県、兵庫県医師会、兵庫県病院協会、兵庫県民間病院協会、保健所長会等の関

係機関で構成）にてとりまとめた「新型コロナウイルス感染症に係る兵庫県対処

方針」に基づき、総合的に対応している。 

新型コロナウイルス感染症に対し、効果的・効率的な対策を実施するとともに、

新たな感染症への備えにも活かすため、８月末までの県内の感染状況や県の対

策について、分析・検証を行った。引き続き感染の状況に応じた対応を行うとと

もに、一定の収束がみられた時期には、総括検証を行い、今後の推進方策を検討

する。 

 

新型コロナウイルス感染症対策の分析・検証 第一次報告(概要) 
 
 新型コロナウイルス感染症の次なる波に対し、効果的・効率的な対策を実施す
るとともに、国への提案や、新たな感染症への備えにも活かすため、８月末まで
の県内の感染状況や県の対策について、分析・検証を行った。今後、総括検証を
行うこととするが、現時点でこれまでの対応について第 1 次報告として下記のと
おり取りまとめた。 
 

記 
 
１ 分析・検証の体制 
 
  新型コロナウイルス感染症対策本部・緊急対策チーム体制(事務総長：金澤副
知事、関係局長等で構成)の下、6 月下旬から実施 
 
２ 分析・検証報告書の構成  
 

第１編 概括 
第２編 新型コロナウイルス感染症の発生状況 
第３編 対策の分析・検証（15 の大項目） 

 
①感染源、感染ルートの検証 ②医療提供体制 ③検査体制 
④保健所体制 ⑤本部体制 ⑥学校等 
⑦社会教育施設その他の県立施設 ⑧社会福祉施設 ⑨社会活動制限 
⑩関西広域連合及び他府県との調整 ⑪事業活動支援 ⑫県民生活支援 
⑬広報 ⑭行政機能維持 ⑮国の予算措置 

第４編 今後の基本的な対応の方向性 
  
３ 主な対策の特長及び教訓 
（総 括） 

県では、対策全般にわたる対処方針を策定し、発生初期から政令市・中核市を
はじめ市町等と情報共有の下、医療連携や、外出自粛要請、事業者への休業要請
等を実施した結果、新規感染者数が減少し、医療・検査体制の充実もあって、5 月
21 日に本県は緊急事態措置実施区域から解除された。さらなる医療・検査体制の
充実強化等に取り組む中、７月中旬以降、若者を中心に感染が再拡大し、本県の
新規感染者数の一週間移動平均は 40 人/日を超え、フェーズは県が設定する感染
レベル 5 段階のうち最高の「感染拡大期 2」に至った。フェーズに応じた外出自
粛要請を重ねる中、8 月 8 日をピークに減少に転じ、9 月 1 日以降、下から 2 番目
のフェーズ「感染警戒期」まで戻り、2 か月近くの間、続いている。 
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今後は、感染の早期発見と二次・三次感染の防止に加え、感染拡大防止と社会
経済活動の両立を図りながら、行動の自粛について対象を絞ったターゲット型の
対策を進めていく。 

 

 (１) 主な対策の１０の特長 
 
 

１ 「対処方針」に基づく総合的な対応 

状況把握や分析を行い、医療・検査体制の構築をはじめ、学校や社会教育

施設、公園等の休業・再開、外出やイベント開催の自粛要請、社会福祉施設

等の感染防止対策、事業活動への支援など、多様な課題について、対策全般

にわたる対処方針を定め、対策の全体像を県民に明らかにしながら、事態の

推移に応じて改定。 

２ フェーズに応じた機動的医療体制の構築 

  重症対応 110 床を含む 663 床の入院病床と最大 700 室程度の療養施設を確

保するなど、一般医療にも配慮したフェーズに応じた機動的な医療体制を構

築。 

３ 病院ネットワークの構築による病床の確保 

(1) 県立加古川医療センターを「新型コロナウイルス感染症拠点病院」に、

神戸市立医療センター中央市民病院及び県立尼崎総合医療センターを「新

型コロナウイルス感染症重症等特定病院」に位置づけ、重症者対策を推進。 

(2) 公立病院、大学病院、民間病院が役割分担のうえネットワークを構築し、

病床の確保等を図り、円滑な患者受け入れを実施。 

４ 原則全員入院、「自宅療養者ゼロ」の堅持  

(1) 軽症患者のための宿泊療養施設（ホテル等）を順次開設。 

(2) 陽性者は原則全員入院し、医師の判断に基づき宿泊療養へ移行するシス

テムを確立。 

５ 入院コーディネートセンターの早期設置・運用 

(1) 全国に先駆けて新型コロナウイルス入院コーディネートセンター（CCC-

hyogo)を設置・運営。 

(2) EMIS（広域災害・救急医療情報システム）に本県独自の機能を付加して、

コロナ患者や病床に関する情報の共有や一元管理を行い、各医療機関と交

渉のうえ、入院先となる受入先の確保や宿泊療養施設との転所調整を実

施。 

６ 医療資機材の供給・長期備蓄 

(1) 県の一括購入や国からの提供、民間等からの寄贈により確保した医療資

機材を医療機関に供給するとともに、医療機関で概ね３か月分を確保し、

さらに概ね６か月分の使用量相当を医療機関に代わり県で保管。 

(2) 海外（広東省・海南省等）との相互扶助によるマスクなどの医療物資の

確保・供給。 
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７ 高齢者施設・障害者施設における事業継続のための応援スキームの構築 

  感染者発生に伴う職員不足に対応できるよう、関係団体の協力を得て、施

設等に応援職員の派遣や衛生物資等の提供を行う「応援スキーム」を全国に

先駆けて構築。 

８ フェーズに応じた社会活動制限のシナリオ化 

  感染増加の状況を想定し、フェーズに応じて社会活動制限を順次強化する

シナリオを予め作成し運用。 

９ 融資や支援金など多様なメニューによる事業活動の支援 

  事業継続のための資金繰り支援に万全を期すため、６資金の融資メニュー

を充実化。資金を潤沢に用意し、金融機関・信用保証協会との連携による迅

速な融資審査を実現。あわせて、休業要請等により影響を受けた事業者へ支

援金を支給するとともに、事業再開に向けた感染防止対策等の取組を支援。 

10 知事メッセージによる発信の強化 

  対策本部会議終了後、速やかに知事記者会見を行うとともに、特に重要な

内容は「知事メッセージ」として、県民や事業者等の方々に呼びかけるなど

発信を強化。 

 

(２) 主な教訓 
 
 

１ 医療・検査体制等 

(1) 感染症に対応できる医療体制の確保 

  平時から、感染症流行時に速やかに対応できるよう、地域において病院

間で協議のうえ役割分担し、感染状況の各段階に応じて機動的な人員体

制や病床確保等を整えておくことが必要である。 

(2) PCR 検査の実施体制の構築・拡充 

      帰国者・接触者外来で直接実施する検査（PCR 検査や迅速検査、抗原検

査等）や民間検査機関への委託を積極的に活用することで、インフルエン

ザの同時流行も見据え、検査体制を構築することが必要である。 

(3) 効果的な積極的疫学調査の実施 

     保健所の積極的疫学調査により得られた感染者情報等を分析し、感染源

を推定して、有用な二次感染予防策を実施することが必要である。 

(4) 医療物資の確保・供給・備蓄 

      医療機関等に対して必要な医療物資を供給するにあたり、物資の確保

が困難な時期があることから、県においても平素から一定数の物資を確

保・保管することが必要である。 
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２ 社会活動制限 

(1) 時宜に応じた的確な要請の実施 

  感染拡大防止を主眼とするが、社会経済活動への影響も十分に考慮の

上、リスクの高さとそれに対するターゲットを絞った対策を実施するこ

とを基本に、対象や内容を明確化した外出自粛要請、事業者への休業要請

等を行うことが必要である。 

(2) 休業要請に応じた事業者への支援 

 事業活動の実態を踏まえ、納得が得られやすい制度となるよう、休業要

請・要請外の業種選定のあり方、近隣府県との情報共有等に意を用いるこ

とが必要である。 

(3) 保育所、社会福祉施設等の事業継続 

      施設等で感染者が発生した際の職員不足に対し、施設間における応援

職員派遣が可能となる協力体制が必要である。 

(4) 感染状況に応じた教育活動の規制ルールづくり 

     可能な限り教育活動を行いながら、感染者が発生した場合は学校単位で

対応し、広域的な対応が必要な場合は、県立学校では学区単位、市町組合

立学校では市町単位・県民局・県民センター単位で対策を検討する必要が

ある。 

３ 広報対策 

(1) 的確な情報発信 

「３密」の回避や外出自粛などの感染拡大防止策は、県民の理解・協力

を得て効果が発揮されるので、適時的確に情報を発信する必要がある。 

(2) 広報媒体等の特性を活かした情報発信 

刻一刻と変わる状況に一層迅速に対応し、広く県民に対し分かりやす

く情報を発信できるよう、多様な媒体を活用し効果的な広報を行う必要

がある。その際、メディアによる広報効果は大きいため、県の対策等への

理解を深める工夫をする必要がある。 

４ 県民一人ひとりの感染症に対する正しい理解と行動 

(1) 自らの健康を守る意識の醸成 

感染拡大防止と社会経済活動の両立を図りつつ、生命と健康を守るた

めには、正しい知識に基づいて適切に行動することが不可欠である。県民

の行動変容には負担を伴うこともあるが、わかりやすく丁寧に説明する

ことが必要である。 

(2) 人権侵害防止に向けた対策の強化 

感染者や医療従事者、その家族等に対する誹謗中傷や差別的扱い、イン

ターネット上での悪質な書き込みなどに対し、人権侵害に関する情報の

収集や関係機関との共有、県民への啓発の充実など対策を強化する必要

がある。 
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５ 行政の対応体制 

(1) 対策本部機能の強化等 

県内の患者発生数が限定的である時期から、本部体制を明確に運用し、

全体で先を見越した対応を行う必要がある。また事態の推移に伴い刻々

と変化する課題に対し、機動的に改編・拡充するとともに、全庁的な応援

体制の構築も重要である。 

(2) 行政機能の維持  

感染拡大時に物資の調達が数ヶ月にわたり困難になることも想定し、

あらかじめ、手指消毒用アルコール等の感染防止資機材の備蓄を行うと

ともに、リモート環境をより活用できるよう ICT 環境の整備を行うこと

が必要である。 

 
 
 
 

(３) 今後の基本的な対応の方向性 
 

１ 感染の早期発見、濃厚接触者・関係者の早期確定と、二次・三次感染の防

止 

(1) フェーズに応じた医療体制の確保 

(2) 地域外来・検査センターの拡充、民間検査機関の活用等による検査体制

の強化 

(3) 積極的疫学調査の実施体制の強化 

２ 感染拡大防止と社会経済活動の両立  

(1) 「３密」の回避、身体的距離の確保、マスクの着用など「ひょうごスタ

イル」の推進 

(2) ガイドラインに基づく感染防止対策の徹底と「感染防止対策宣言ポス

ター」の掲示 

(3) 「兵庫県新型コロナ追跡システム」の登録促進 

３ 一律規制ではなく感染の状況を踏まえたターゲット型の対策の推進 

 (1) 感染防止策がなされていない感染リスクの高い施設の利用自粛 

 (2) 休業要請の対象地域や施設の設定 

 (3) 高齢者施設等における施設内感染防止対策の推進 
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(7)新型コロナウイルス感染症対応等新興感染症に対応した今後の医療提供体制の構築 
今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、我が国の医療提供体制に多大

な影響を及ぼし、地域医療の様々な課題が明らかとなった。そのような中、国に
おいて、今回の対応により得られた知見を踏まえ、今後、新興感染症等が発生し
た際に、行政・医療関係者が連携の上、円滑かつ効果的に対応できるよう、当該
新興感染症等以外の医療連携体制への影響を勘案しながら、今後の医療提供体制
の構築に向けた考え方について社会保障審議会医療部会において議論が行われ
ている。 

そのため、県における総括検証と国の考え方を踏まえ、感染症対策及び今後の
医療提供体制の構築に向け検討を行う。 

 

  

「新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた今後の医療提供体制の構築に向け

た考え方」（抜粋） 

           （令和２年 12 月 医療計画の見直し等に関する検討会） 

２．新型コロナウイルス感染症対応の状況  

○ 今般の新型コロナウイルス感染症については、当初、当該感染症への対応に

関する知見がない中で、医療現場においては、多くの医療資源を投入しなが

ら、感染防止対策を講じつつ入院患者の受入れや疑い患者に対応するなど、

患者数が増加する前から、医療提供体制には大きな負荷がかかってきたとこ

ろである。 

○ また、感染拡大により患者数が増加した段階では、当該感染症の重症化リス

クや感染拡大防止等の観点から、入院医療を原則とせざるを得なかったこと

から、感染症患者の受入れについて、感染症病床だけではなく、一般病床の

活用による対応が必要な状況となり、入院医療体制に大きな影響を及ぼして

きたところである。 

○ 具体的には、一般病床を活用した感染症患者への対応に関し、個々の医療機

関におけるゾーニング等の院内感染防止策やマンパワー確保等の取組、地域

の医療機関間における感染症患者を受け入れる医療機関と感染症患者以外に

対応する医療機関との役割分担など、感染症患者の受入体制構築を弾力的に

行うための知見も明らかになってきている。  
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＜「兵庫県感染症予防計画」の概要（課題及び推進方策部分）＞ 

【課 題】 

(1) 感染症指定医療機関の確保 

(2) 国及び市町等との連携体制の強化 

(3) 感染症（動物由来感染症を含む）の発生及びまん延防止のための関係機関の連携強化 

(4) 感染症に関する人材の養成 

(5) 感染症発生動向調査の充実及び適時適切な感染症情報の提供 

 

【推進方策】 

(1) 感染症のまん延防止体制の確立 

ア 感染症患者等に対する適正な医療の確保（県、市町、医療機関、医療団体） 

 第二種感染症指定医療機関がない阪神北圏域での二類感染症の発生に備え、対応できる病床

を確保する。 

イ 緊急時における国との連携、市町との連携体制を確保する。 

ウ 一類から四類（通常と異なる傾向が認められる五類）感染症等が発生した場合は、積極的疫

学調査を実施し、詳細な流行状況等の迅速な把握とまん延防止措置の徹底を図る。 

エ 動物衛生、家畜衛生部門との連携を強化する。 

オ 指定感染症及び新感染症疾患の早期把握に努める。 

カ 大規模な感染症の発生に対応するための医薬品の確保等に努める。※ 

(2) 感染症発生動向把握体制の充実（県、保健所設置市） 

ア 動物由来感染症を含めた感染症発生動向調査システムを充実し、客観的な発生動向の把握を

図る。 

イ 県内の感染症患者情報、病原体情報の分析・評価、海外の感染症情報の収集・提供等の体制

を充実、強化する。 

 

(3) 感染症に関する調査・研究の推進（県、市町） 

ア 保健所職員を国立感染症研究所や国立保健医療科学院等で実施している感染症対策危機管理

研修に派遣し、人材の養成に努める。 

イ 感染症に関する調査研究を推進する。 

ウ 新興感染症に関する情報収集に努める。 

(4) 感染症に関する情報提供の充実（県、市町） 

ア 感染症予防に関する正しい知識の普及啓発を推進する。 

イ 感染症患者等の個人情報の保護に留意しつつ、県ホームページ等を活用し、感染症の発生状

況、流行状況について、積極的に情報提供を行う。 
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＜兵庫県新型インフルエンザ対策について（課題及び推進方策）＞ 
 

【課 題】 

(1) 新型インフルエンザに対応する医療体制の更なる強化 

(2) 国、他府県及び市町等との連携体制の強化 

(3) 発生・流行動向及びウイルス性状変化の把握 

(4) 適時適切な新型インフルエンザ情報の提供 

 

【推進方策】 

(1) 新型インフルエンザに対応する医療体制の更なる強化 

 ア ２次保健医療圏域毎に健康福祉事務所等が中心となり、地域の医療機関、医師会、市町

等関係機関からなる圏域協議会を設置し、地域の関係者が密接に連携して医療体制等の整

備を進める。 

 イ 新型インフルエンザの発生初期に新型インフルエンザの外来診療を行う医療機関を確

保するとともに、飛沫感染を含めた院内感染防止対策を講じた医療機関を外来協力医療機

関として確保する。 

 ウ 感染症指定医療機関の他、陰圧病床を備えるなど軽症者の入院に対応できる入院協力医

療機関を確保する。 

(2) 国、他府県及び市町等との連携体制の強化 

 ア 緊急時における国、市町との役割分担を明確にして連携体制を確保する。 

イ 国の行動計画・ガイドライン等を踏まえ、近隣他府県との連携体制を確保する。 

(3) 発生・流行動向及びウイルス性状変化の把握 

ア インフルエンザサーベイランスや学校等欠席者・感染症情報システム等を活用し、客観

的な発生動向を把握する。 

イ ウイルスサーベイランスにより、ウイルスの性状変化を把握する。 

(4) 適時適切な新型インフルエンザ情報の提供 

ア 新型インフルエンザの予防に関する正しい知識の普及啓発を推進する。 

イ 患者等の個人情報の保護に留意しつつ、県ホームページ等を活用し、新型インフルエン

ザの発生状況、流行状況について、積極的に情報提供を行う。 
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感 染 症 予 防 シ ス テ ム 図  
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・適正な医療の確保 

・緊急時における市町との連携体制確保 

・発生時の積極的疫学調査の実施、詳細な

流行状況把握、まん延防止措置徹底 

・動物及び家畜衛生部門との連携強化 

・指定感染症及び新感染症疾患早期把握 

・大規模発生に備えた医薬品確保等 

 

発 生 動 向 体 制 の 充 実  

・動物由来感染症を含めた発生動向調査 

システムの充実 

・県内の患者情報及び病原体情報の分析 

評価等の体制強化              

調 査 ・ 研 究 の 推 進  

・国が実施する危機管理研修への職員派遣 

・感染症に関する調査研究 

・新興感染症に関する情報収集 

情 報 提 供 の 充 実  

・予防に関する正しい知識の普及啓発 

・発生状況、流行状況の積極的な情報提供 

 

ま ん 延 防 止 体 制 の 確 立  
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第２章 アレルギー疾患対策 

県民のアレルギー疾患に関する不安を解消していくため、アレルギー疾患対策推

進計画に基づき、アレルギー疾患に関する正しい知識の普及啓発や相談、かかりつけ

医と専門医のいる医療機関との円滑な医療連携など医療提供体制の整備を進める。 

 

【現 状】 

(1) 患者数の状況 

わが国においては、全人口の約２人に１人が何らかのアレルギー疾患に罹患

していると推定されている。(出典：厚生科学審議会疾病対策部会リウマチ・

アレルギー対策委員会報告書(平成23年)) 

(2) 医療提供体制 

ア 特殊専門外来として、アレルギー科を設置している病院は全県で17病院（

平成28年厚生労働省「医療施設調査」）である。 

イ 専門医の県内の配置状況は、令和２年８月時点で、日本アレルギー学会専

門医が136人、うち同会指導医が19人である。 

ウ 兵庫県アレルギー疾患医療拠点病院の選定 

厚生労働省健康局長通知「都道府県におけるアレルギー疾患の医療体制の

整備について」では、都道府県はアレルギー医療の拠点となる「都道府県アレ

ルギー疾患拠点病院」を選定し、当該病院と日々のアレルギー疾患医療を行っ

ている診療所や一般病院との間のアレルギー疾患の診療連携体制の整備を行

うとしている。 

    このため、下記のとおり本県では平成 30 年 2 月 1 日付けで「兵庫県アレル

ギー疾患医療拠点病院」を指定した。 

 名    称 所  在  地 

１ 神戸大学医学部附属病院 神戸市中央区楠町 7-5-2 

２ 兵庫医科大学病院 西宮市武庫川町 1-1 

３ 兵庫県立こども病院 神戸市中央区港島南町 1-6-7 

４ 神戸市立医療センター中央市民病院 神戸市中央区港島南町 2-1-1 

(3) 県の対策の取り組み状況 

ア 県アレルギー疾患医療連絡協議会の開催 

診療連携体制の在り方の検討や情報提供、人材育成等の施策の企画・立案、

アレルギー疾患対策の施策の検討等を行う。 

イ 人材育成事業 

① アレルギー疾患医療に携わる医療従事者の知識や技能向上に資する研修

を、拠点病院等に委託して実施する。 

対象：医師、薬剤師、看護師、栄養士 

内容：アレルギー診療に関わる診療科ごとに、必要な知識や技能について

の講義や実習を行う。 

② 保育所、私立学校、児童福祉施設等の教職員等に対する講習を実施する。 
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ウ 情報提供 

アレルギー疾患の重症化の予防には平時からの自己管理が重要であるため、

アレルギー疾患に関する適切な情報提供に取り組む。 

エ 県アレルギー疾患対策推進計画の策定 

計画策定部会を設置し、部会での検討結果を踏まえ長期的視野に立った県の

アレルギー疾患対策の方針や目標を定めた推進計画を策定。 

オ 学校、児童福祉施設等におけるアレルギー疾患対応への助言、指導等 

     拠点病院に委託して、医学的見地による助言、支援を実施する。 

カ 花粉症調査研究事業 

県立健康科学研究所及び検査室設置健康福祉事務所（宝塚・龍野・豊岡・洲

本）の５か所で花粉飛散状況の定点観測を実施することにより、花粉情報を県

民(ホームページ)及び関係機関(日本気象協会関西支社等)に速やかに提供す

るなど、広く県民に情報提供することで、花粉症の早期予防に役立てる。 

 

【課 題】 

(1)自己管理や生活環境の改善に関する課題 

誤った情報により病状の悪化を繰り返す事例 

慢性疾患のため長期わたって適切な自己管理が必要 

疾患の増悪要因が生活環境中に広く存在 

(2)地域に関わらず適切な医療が受けられる体制の整備に関する課題 

診療ガイドラインに基づく標準治療の更なる普及 

専門医療機関のネットワーク、かかりつけ医との連携 

(3)患者を支援する人材や相談体制の確保に関する課題 

学校・保育所等の関係者の資質向上 

災害の備えに関する情報提供、アレルギー疾患に配慮した食糧の備蓄 

 

【推進方策】 

(1) 重症化の予防及び症状軽減のための施策（県、市町、関係団体） 

   アレルギー疾患患者やその家族、関係者等に対してアレルギー疾患に関する

最新の知見やデータに基づいた正しい情報をホームページや講習会等を通じて

提供していくとともに、アレルゲンや増悪因子による影響を軽減していくため、

大気環境の改善や花粉症対策に取組んでいく。 

(2) 患者の状態に応じた適切な医療を提供する体制を整備するための施策（県、

市町、医療機関） 

   アレルギー症状を有する県民が、居住する地域に関わらず、アレルギーの状態

に応じた適切な医療を受けることができるよう、医療の質の向上、医療機関の連

携体制の構築、医療機関に関する情報提供の充実などに取り組む。 
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(3) 患者・家族等を支援するための環境づくりの施策（県、市町、医療機関、関係

団体） 

   アレルギー疾患患者やその家族の生活の質の維持・向上のため、身近に接する

学校等の教職員に対する相談体制を構築していくほか、学校の教職員に対する

資質向上、患者等に対する相談体制の充実、講習会や講演会の開催、災害時にお

ける体制整備に取り組む。 
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第３章 難病対策 

難病は、その多くが原因不明で治療法が確立されておらず、かつ後遺症を残す恐れ

が少なくない疾患である。患者は長期の療養生活を強いられ、医療のみならず保健・

福祉・教育・就業等生活全般にわたって様々な問題を抱え、精神的にも負担が大きい。 

このため、平成 27 年 1 月に施行された、難病の患者に対する医療等に関する法律

（以下「難病法」という。）に基づき、良質かつ適切な医療を確保するとともに、患

者が長期にわたる療養生活を送りながらも社会参加への機会が確保され、地域社会で

尊厳をもって生きることができる共生社会の実現に向けて、社会福祉その他の関連施

策との連携した対策を実施する。 

 

【現 状】 

(1) 医療費の公費負担 

健康保険等の自己負担分の一部を公費負担することにより患者負担の軽減を

図っている。（令和元年度実績は下表のとおり） 

（単位：千円） 

区分 対象疾患 対象人員 交付額 

指定難病 国 

庫 

対 

象 

球脊髄性筋萎縮症ほか 332 疾病 30,814 5,924,072 

一般特定疾患 スモンほか３疾患 51 7,128 

小児慢性特定疾病 悪性新生物ほか 15 疾患群（762 疾病） 1,537 489,810 

先天性血液凝固因子障害 先天性血液凝固因子欠乏症 313 89,740 

県単独事業対象疾患 突発性難聴ほか２疾患 6 243 

合計  32,721 6,510,993 

なお、令和元年 7 月 1 日より、指定難病は 333 疾病、小児慢性特定疾病は 16

疾患群 762 疾病に公費負担の対象が拡大されたところであるが、国においては、

今後も更なる疾患の拡大が検討されている。 

(2) 在宅療養生活支援 

県健康福祉事務所において「難病患者等保健指導事業」として医療相談や訪問

指導、訪問診療といった５事業を在宅療養生活の支援ために実施している。特に、

人工呼吸器装着難病患者等、重症神経難病患者に重点を置いた施策を展開し、平

成 18 年３月に策定した「在宅人工呼吸器装着難病患者災害時支援指針」に基づ

き、災害時等における支援体制の整備を進め、患者や家族の在宅療養に対する不

安を解消するとともに、介護保険制度の訪問看護師、訪問介護員あるいは介護支

援専門員等、地域の専門職と連携したきめ細やかな支援を行うことで、在宅療養

生活支援の充実を図っている。 

また、市保健所においても「難病特別対策推進事業」として難病患者への保健

指導が実施されている。 
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(3) 医療体制の整備 

重症神経難病患者の療養生活を支援するため、平成 14 年度から「神経難病医

療ネットワーク支援事業」を開始し、拠点病院、専門協力病院及び一般協力病院・

診療所を指定し、地域における受入れ病院の確保や退院後の在宅医療支援を行う

とともに、患者の入院受入れを円滑に行うための連絡調整、情報共有等を行う協

議会を立ち上げた。 

令和元年度以降は、平成 29 年 4 月の国通知「都道府県における地域の実情に

応じた難病の医療提供体制の構築について」に基づき、難病全般について早期に

正しい診断ができ、診断後はより身近な医療機関で適切な医療を受けることがで

きるよう、新たな医療提供体制の構築を目的として、「難病医療ネットワーク支

援事業」を開始した。従前の拠点病院等の体制を見直し、新たに「難病診療連携

拠点病院」、「難病医療専門協力病院」、「指定難病指定医療機関」を指定した。 

 

 

 

 

 

 

 

R2.9 月末時点  

【課 題】 

難病患者の在宅療養支援の一層の充実を図るとともに、難病について早期に正し

い診断ができる医療提供体制の連携強化や、小児期から成人期への切れ目の無い診

療連携体制の整備が必要である。 

ア 難病患者の在宅療養生活の向上をさらに図る必要がある。 

イ 難病について早期に正しい診断ができる医療提供体制の連携強化を図ると

ともに、小児期から成人期への移行医療の連携体制の整備を推進する必要があ

る。 

 

【推進方策】 

(1) 療養生活の支援（県・市町） 

ア 県健康福祉事務所において、医療相談、訪問診療、在宅療養支援計画の策定

など「難病患者等保健指導事業」を活用した支援を行う。特に、人工呼吸器装

着患者等、災害時により強力な支援が必要な者について、個別に災害時対応マ

ニュアルを策定し、市町、関係団体等と連携し迅速かつ適切な対応を行うとと

もに、訪問看護師、訪問介護員、介護支援専門員等の地域の専門職と連携した

支援や、障害福祉サービス等、他制度の活用も含めた幅広な支援を促進する。 

イ 対象疾患の拡大に伴い、難病相談センターの相談体制の強化を図るとともに、

兵庫県難病団体連絡協議会が運営する神戸難病相談室における難病相談を充

実する。 

区   分 選  定  基  準 選定数 

難病診療連携拠点病院 県内で１ヶ所以上指定 ３ 

難病医療専門協力病院 
地域の実情に応じて二次医療圏域で 
１ヶ所以上指定 

40 

指定難病指定医療機関 
難病法第 14 条第 1 項及び第 15 条第 1 項
に指定する指定医療機関として、都道府
県又は指定都市が指定 

約 4,000 
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(2) 医療体制の整備（県） 

ア 病状が悪化し、在宅療養が困難になった人工呼吸器装着患者などの重症神経

難病患者に入院施設を確保する。また、入院中の患者が安心して地域に戻れる

ようかかりつけ医を確保する。 

イ 難病医療提供の核となる難病診療連携拠点病院及び難病医療専門病院を指

定するとともに、小児期から成人期への切れ目の無い診療連携を支援するため、

難病相談センターの機能強化を図るなど、新たな医療連携体制を構築する。 

 

【目 標】 

目標 現状値 目標値（達成年度） 

（難病診療分野別）専門病院の指定 
15 疾患群 

（R2） 

難病疾患群（15 疾患群）の

すべてにおいて指定（R5） 
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＜ 参考資料 ＞　（令和元年度）

（１）　指定難病（国庫補助）

件

28,726

2,009

16

63

0

30,814

（２）　一般特定疾患（国庫補助）

件 件

51 0

0

0 51

（３）　小児慢性特定疾病（国庫補助）

番号 疾　　病　　名 件 番号 疾　　病　　名 件

1 悪性新生物 239 10 免疫疾患 11

2 慢性腎疾患 96 11 神経・筋疾患 147

3 慢性呼吸器疾患 47 12 慢性消化器疾患 122

4 慢性心疾患 186 13 染色体又は遺伝子に変化を伴う疾患群 29

5 内分泌疾患 370 14 皮膚疾患 15

6 膠原病 42 15 骨系統疾患 29

7 糖尿病 97 16 脈管系疾患 2

8 先天性代謝異常 46

9 血液疾患 59 計 1,537

※対象者：入・通院患者（18歳未満のもの。但し次のものについては、下記のとおり取り扱う。）
１．神戸市、姫路市、尼崎市、西宮市及び明石市に居住するものは、それぞれ神戸市、姫路市、
　  尼崎市、西宮市及び明石市において取り扱う。
２．各疾病において18歳到達時において本事業の対象となっており、18歳以降においても
    治療をする場合は、20歳未満まで延長することができる。

（４）　県単独対象疾患

件

5

1

0

6

※対象者：入院患者

（５）　先天性血液凝固因子障害等（国庫補助）

件

313

※対象者：入・通院患者（20歳以上）

施行年月日：疾病数 備　考

H27年1月1日施行：110疾病 （再掲）旧53疾患：26,732件

H27年7月1日施行：196疾病 H27年7月1日より計306疾病

重症急性膵炎 計

H29年4月1日施行：24疾病 H29年4月1日より計330疾病

H30年4月1日施行：1疾病 H30年4月1日より計331疾病

計

R元年7月1日施行：2疾病 R元年7月1日より計333疾病

ネフローゼ症候群

疾　　患　　名

突発性難聴

悪性腎硬化症

計

疾　　患　　名

先天性血液凝固因子欠乏症

疾　　患　　名 疾　　患　　名

スモン病
プリオン病（ヒト由来乾燥硬膜移植によるク
ロイツフェルト・ヤコブ病に限る。）

難治性肝炎のうち劇症肝炎
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第４章 透析医療  

透析患者は年々大幅に増加しているが、患者一人ひとりが、各人のニーズに応じた

透析医療を、より安全に安心して受けられる医療提供体制の整備を目指す。 

 

【現 状】 

(1) 患者の状況 

ア 透析患者数は、年々大幅に増加しており、平成 30 年には全国で約 33 万 9 千

人、兵庫県で約１万４千人となっている。 

イ 原因疾患としては、糖尿病性腎症の患者比率が約４割を占めており、この数

年はほぼ横ばいで推移している。 

ウ 導入患者の平均年齢は年々高くなっており、平成 30 年で導入患者の平均年

齢は 69.9 歳である。 

  

資料「日本透析医学会調べ」 

(2) 医療提供体制 

透析医療機関・透析台数  

区分 神戸 阪神南 阪神北 東播磨 北播磨 中播磨 西播磨 但馬 丹波 淡路 全県 

施設数 28 8 11 12 6 15 7 4 3 2 96 

台数 628 173 255 345 142 259 189 119 34 37 2181 

 人口 10 万対  40.9 16.7 35.3 48.1 50.5 44.6 70.4 67.5 31.1 26.4 39.4 

資料 兵庫県「医療施設実態調査」  
 

夜間透析施設・受入可能人員数（平成 29 年） 

区分 神戸 阪 神 南 阪 神 北 東 播 磨 北 播 磨 中 播 磨 西 播 磨 但馬 丹波 淡路 全県 

夜間透析病院数 11 8 6 7 6 9 6 2 2 1 58 

 夜間 9 8 5 7 6 8 4 1 2 1 51 

 休日 11 6 5 6 6 7 6 2 2 1 52 

 

 

 

 

 

 

 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
全国 304,856 310,007 314,438 320,448 324,986 329,609 334,505 339,841
兵庫県 12,728 13,048 13,252 13,376 13,374 13,672 14,036 14,390
糖尿病性腎症 44.3 44.2 43.8 43.5 43.7 38.8 39.0 42.3
慢性糸球体腎炎 20.2 19.4 18.8 17.8 16.9 28.8 27.8 15.6

平均年齢 導入 67.8 68.4 68.7 69.0 69.2 69.4 69.7 69.9

患者数

区分

主要原疾患の
割合（％）
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(3) 院内感染防止監視体制 

平成 11 年に県内の透析医療機関で透析を受けていた患者のうち７人がＢ型肝

炎を発症、そのうち６人が死亡するという事態が発生した。県の調査委員会によ

る調査の結果、当該透析医療機関における院内感染防止対策の不徹底による院内

感染の危険性が強く指摘されるとともに、県内の全透析患者数に占めるＢ型・Ｃ

型肝炎の感染者の割合が 19.9%であることも明らかになった。 

このような状況を踏まえ、安全な透析医療の確保に向け、院内感染防止の監視

体制を強化してきた経緯があり、全ての透析医療機関について、医療法第 25 条

第１項に基づく立入検査を毎年度行い点検、指導している。 

 

(4) 災害発生時の対応 

近隣で大きな災害があった時（自院の地域は被災地外）に、透析対応協力医療

機関として診療可能な施設数は、74 施設ある。 

区分 神戸 阪 神南 阪 神 北 東 播磨 北 播 磨 中 播 磨 西 播 磨 但馬 丹波 淡路 全県 

病院数 23 8 7 8 5 12 4 4 1 2 74 

受入可能人員 191 155 60 207 35 237 16 32 10 30 973 

資料 兵庫県「医療施設実態調査」 

 

【課 題】 

(1) 平成 11 年以降、県内での透析医療機関における重大な院内感染の発生は認め

られないが、全国では依然として発生しており、院内感染対策の継続維持が必

要である。 

(2) 災害発生時に透析患者が円滑に透析を受けられる体制の整備を継続して進め

る必要がある。 

(3) 原因疾患として、糖尿病性腎症の患者比率が約４割を占めている。 

 

【推進方策】 

(1) 院内感染防止対策の推進（県、医療機関） 

透析医療機関における透析医療の質の向上及び院内感染防止の徹底を図るた

め、「透析医療における標準的な透析操作と院内感染予防に関するマニュアル（三

訂版）」に沿って、施設及び透析医療機器の適正管理の徹底、適正な専門職員の

配置など、院内感染防止対策を進める。 

(2) 災害時に備えた医療体制の整備（県、関係団体、医療機関） 

災害発生時においても必要な透析医療を確保するため、災害拠点病院や DMAT

による広域医療搬送活動、関係団体との連携等によって災害時の給水の確保も含

めて、必要な医療体制の整備を進めるとともに、「兵庫県広域災害・救急医療情

報システム」を通じて人工透析が可能な医療機関に関する情報提供を進める。 

(3) 普及啓発の推進（県、関係団体） 

糖尿病患者が腎症に移行しないよう、栄養管理の重要性などの普及啓発を行う。 
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(4) 健診受診率の向上（市町、各種健診実施主体） 

健診受診率の向上に努めることにより、糖尿病の早期発見に努める。 

(5) 内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）対策の推進（県、市町、各種健

診実施主体） 

内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の概念を踏まえ、肥満、糖尿病、

高血圧、高脂血症及びこれらの予備群の人に対して、食生活の改善や運動の習慣

化など保健指導を重点的に実施する。 

健診で「糖尿病」または「境界型」とされた人に対する保健指導を徹底する。 

(6) 医療機能を担う医療機関相互の連携の促進（医療機関） 

各医療機能を担う医療機関は、糖尿病患者が腎症に移行しないよう、地域連携

クリティカルパスの活用などにより、相互に緊密な連携体制の構築を図る。 

(7) 兵庫県糖尿病腎症重症化予防プログラムの策定（県、関係団体） 

糖尿病腎症重症化予防に向けた取組を県内に広げていくため、一般社団法人兵

庫県医師会、兵庫県糖尿病対策推進協議会及び県の三者で平成 29 年 10 月 23 日

に連携協定を締結し、兵庫県糖尿病腎症重症化予防プログラムを策定した。 
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第５章 先進医療 

 

１ 臓器移植 

平成９年 10 月、「臓器の移植に関する法律」（臓器移植法）が施行され、脳死後

の身体からの臓器移植が可能となった。その対象臓器としては、心臓、肺、肝臓、

腎臓、膵臓、小腸及び眼球（角膜）が規定され、国及び地方公共団体の責務として、

移植医療について国民の理解を得るために必要な措置を講ずるよう努める旨規定

されている。 

平成 22 年７月 17 日の改正臓器移植法全面施行に伴い、脳死後の身体からの臓

器提供の場合、本人が生前に書面で臓器を提供する意思を表示している場合に加

え、本人の臓器提供の意思が不明な場合も、家族の承諾があれば臓器提供できるよ

うになった。 

  これにより、臓器を提供する意思を有する者及び臓器を提供しない意思を有す

る者のいずれにとっても、「臓器提供意思表示カード」及び「臓器提供意思表示シ

ール」は重要な意思表示のツールとなる。臓器移植を必要とする患者に、公平かつ

適切に臓器の提供及び移植の実施ができるよう、普及啓発と体制の充実を図る。 

 

【現 状】 

(1) 臓器移植の登録・あっせん 

移植臓器の分配を公平かつ公正に行うために、眼球（角膜）を除くすべての臓

器の移植希望者の登録・あっせんは、公益社団法人日本臓器移植ネットワークが

全国一元的に行うこととなっている。また、眼球（角膜）の移植希望者及び提供

希望者の登録・あっせんは公益財団法人日本アイバンク協会が中心となり、全国

のアイバンクにおいて実施されている。 
 

臓器移植希望登録者の状況（全国）（令和２年９月 30 日現在） 

臓 器 移植希望登録者数  臓 器 移植希望登録者数 

心臓 859 人  膵腎同時 152 人 

心肺同時 
5 人 

 腎臓 12,850 人 

（うち、近畿ブロック 1,861 人） 

肺 432 人  小腸 5 人 

肝臓 338 人  眼球（角膜） 1,613 人 

膵臓 194 人    

 
（注 1）腎臓移植希望登録者数には膵腎同時希望登録者数を含む。 

（注 2）心臓・肺の各移植希望登録者数には、心肺同時移植希望登録者数を含む。 

（注 3）ブロック別、都道府県別の人数については非公開とされている。 

（腎臓については、ブロック別の人数まで公開されている。） 

（注 4）眼球（角膜）は、令和元年 3 月末現在の登録者数である。 
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(2) 臓器提供及び移植実施の体制 

『「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針（ガイドライン）』上の５類

型に該当する施設（５類型施設）であり、脳死下臓器提供施設として体制が整っ

ていると回答した施設のうち公表を承諾したのは 18 施設である。 

臓器提供施設                    （令和２年３月末時点） 

 

○５類型施設： 

脳死下臓器提供が可能な施設は、『「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針

（ガイドライン）』により、高度の医療を行う次のいずれかの類型に当てはまる施設と

されており、通称「５類型施設」と呼ばれる。 

① 大学附属病院 

② 日本救急医学会の指導医指定施設 

 ③ 日本脳神経外科学会の基幹施設又は研修施設 

 ④ 救命救急センターとして認定された施設 

⑤ 日本小児総合医療施設協議会の会員施設 

また、本県における臓器移植法に基づく移植関係学会合同委員会において選定され

た移植実施施設は、肝臓 1 施設、膵臓 1 施設（全国では、心臓 11 施設、肺 10 施設、

肝臓 25 施設、膵臓 18 施設、小腸 12 施設）である。 

腎臓の移植実施施設については心停止後の提供に基づく移植が主に行われている

が、上記合同委員会の選定を経ずに公益社団法人日本臓器移植ネットワークに登録す

るシステムとなっている。本県においては３施設（全国では 130 施設）が登録されて

いる。 

移植実施施設     （令和２年６月５日時点） 

臓器名 病院名 所在地 

肝 臓 神戸大学医学部附属病院 神戸市 

膵 臓 神戸大学医学部附属病院 神戸市 

腎 臓 

神戸大学医学部附属病院 神戸市 

兵庫医科大学病院 西宮市 

県立西宮病院 西宮市 

病  院  名 所在地 

西宮協立脳神経外科病院 西宮市 

西脇市立西脇病院 西脇市 

関西労災病院 尼崎市 

姫路赤十字病院 姫路市 

大西脳神経外科病院 明石市 

明石市立市民病院 明石市 

県立尼崎総合医療センター 尼崎市 

公立豊岡病院組合立豊岡病院 豊岡市 

病  院  名 所在地 

兵庫医科大学病院 西宮市 

神戸大学医学部付属病院 神戸市 

兵庫県災害医療センター 神戸市 

神戸市立医療センター中央市民病院 神戸市 

県立西宮病院 西宮市 

県立加古川医療センター 加古川市 

製鉄記念広畑病院 姫路市 

県立淡路医療センター 洲本市 

県立姫路循環器病センター 姫路市 

県立こども病院 神戸市 
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(3) コーディネーターの充実 

兵庫県臓器移植コーディネーターについては、学校法人兵庫医科大学（平成８

年度～）及び神戸市立医療センター中央市民病院（令和元年度～）に委託して、

各病院に 1 名ずつ設置している。全県下を対象に、医療機関等への啓発活動や移

植希望申出者の受け付け等の日常業務、臓器提供発生時の家族への説明、移植適

合検査のための血液の搬送、摘出臓器の搬送手配、(公社)日本臓器移植ネットワ

ーク大阪オフィスとの連絡等を行っている。  

院内コーディネーターについては、平成 28 年度まで 5 類型施設にのみ院内コ

ーディネーターを設置していたが、平成 29 年度より 5 類型施設以外の施設にお

いても心停止後腎提供が可能なことを踏まえ院内コーディネーターの設置を認

可することとし、県と兵庫県臓器移植コーディネーターが中心となり、院内コー

ディネーターに対しての県内研修の充実及び設置施設の拡大に取り組んでいる。 

R2 院内コーディネーター数 

 
院内コーディ

ネーター数 
施設数 

５類型施設 158 29 

５類型施設外 25 9 

合計 183 38 

 

(4) 子どもの臓器提供の状況（令和元年 12 月時点） 

臓器移植法の改正（平成 22 年７月 17 日施行）により、脳死下において本人の

意思が不明であっても家族の書面による承諾があれば認められることとなった

ほか、家族の書面による承諾により、15 歳未満の方からの臓器提供が可能とな

った。 

しかし、改正後、全国で 15 歳未満からの臓器提供があったのは 27 件にとど

まる。 

子どもの臓器提供事例が進まない理由としては、①家族が脳死を死と受け入れ

られないこと、②虐待が完全に否定できないこと、③施設の体制が整っていない

こと等が挙げられる。 

兵庫県内で、子ども(15 歳未満）の臓器提供に対応できる病院は 10 病院（※）

である。 

 

※10 病院：神戸大学医学部附属病院、県立こども病院、関西労災病院、県立西宮病院、

兵庫医科大学病院、姫路赤十字病院、西脇市立西脇病院、神戸市立医療センター中央

市民病院、県立尼崎総合医療センター、兵庫県災害医療センター 
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【課 題】 

全国的な傾向として、臓器提供意思表示カード及びシールの配布は進んでいるも

のの、実際の臓器提供には必ずしも結びついていない状況にあり、さらなる啓発活

動への取組が求められている。 

なお、内閣府が平成 29 年度に実施した世論調査によると、臓器提供に関する意

思を記入している方は、平成 25 年度（前回調査時）の 12.6％から 12.7％と微増に

とどまっている。 

家族が脳死下臓器提供意思を表示していた場合、「これを尊重する」と答えた方は、

87.4％とこちらも前回の調査より 0.4％の微増となっている。また、家族が脳死下

臓器提供の意思表示をしていなかった場合、「提供を承諾する」と答えた方は、

38.7％と割合が低くなる。 

ご本人の意思を尊重するためにも家族と話し合い、意思を表示しておくことが重

要と言える。 

 

【推進方策】 

(1) 県民の移植医療に対する理解を深めるため、臓器提供意思表示カードの普及、

啓発パンフレットの作成、グリーンライトアップ、県民公開講座等の啓発事業

を実施する。（県） 

(2) 移植機会の公平性の確保と効果的な移植を実施するため、社団法人日本臓器

移植ネットワークに会員として参加するとともに、同ネットワーク大阪オフィス

と連携し、救命救急センター（兵庫医科大学病院及び神戸市立医療センター中央

市民病院）に臓器移植コーディネーター（２名）を設置し、臓器提供協力医療機

関への巡回活動、臓器提供発生時における円滑な対応の確保等臓器移植の推進を

図る。（県、医療機関） 

(3) 院内コーディネーターの充実のため、院内コーディネーターの任期が 4 月から

の 2 年であることや人事異動などを考慮し、着任後の早い段階での研修と回数を

増やすことで段階的に知識を習得できるよう実施する。（県） 

(4) 臓器移植に係る関係者を集めた会議を開催し、関係団体とのネットワークを構

築するとともに、実施している普及啓発活動を情報共有し、連携した取組を行う

ことで、臓器移植について正しい知識を普及し、県民の理解を深めていく。（県、

医療機関、関係団体） 

(5) 平成 29 年 12 月開所の神戸アイセンター（人工多能性幹細胞（iPS 細胞）を使

い、目の病気の研究と治療、就労支援を一体的に行う全国初の施設）に兵庫アイ

バンクが参入し、西日本全体からの角膜の参集に努める。（兵庫アイバンク） 

(6) 医療機関におけるターミナルステージへの対応の一環として、臓器提供意思

の確認及び選択肢提示が適切に実施される体制を整備する。（県、医療機関） 
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２ 造血幹細胞移植 

造血幹細胞移植は、化学療法等では治癒しなかった白血病や重症再生不良性貧血

等の血液疾患の患者に対して、骨髄、末梢血幹細胞（以下、骨髄等）又は臍帯血（へ

その緒と胎盤にある血液）に多く含まれる造血幹細胞を移植し、造血機能を再生す

る治療法である。これらの移植には、原則、患者とドナー（提供者）のＨＬＡ型（白

血球の型）が一致する必要があり、その確率は、兄弟姉妹間で４分の１、それ以外

では数百～数万人に１人といわれている。 

そのため、「移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律」に基づ

き、移植を希望する患者に移植の機会を提供できるよう、より多くの骨髄等ドナー

や臍帯血の確保を図る。 

 

【現 状】 

(1) 骨髄等移植 

骨髄等ドナー登録の推進を図るため、骨髄バンク推進月間（10 月）を中心に

普及啓発に取り組むほか、大学生対象の特別講座等を実施している。また、兵庫

県赤十字血液センター献血ルーム（７か所）で、常時ドナー登録を受け付けてい

るほか、県健康福祉事務所等が献血併行型骨髄等ドナー登録会を実施している。 

 

骨髄等ドナー登録者数の推移          （年度末の有効登録者数） 

年度末 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

ドナー登録者数 
全国 458,350  470,270 483,879 509,263 529,965 

県 18,078  18,427  19,003  19,932  20,495 

 

(2) 臍帯血移植 

臍帯血移植は、ドナー負担がなくコーディネートが不要であることや、採取技

術の向上等により、成人にも移植可能な多数の造血幹細胞数を含む臍帯血を採

取できるようになってきたこと等から急速に増加し、現在では骨髄移植と同数

の移植が行われている。 

現在、公的臍帯血バンクは全国に６カ所あり、県内では、認定ＮＰＯ法人兵庫

さい帯血バンクが臍帯血供給事業者として、県内 19 か所の医療機関の協力を得

て臍帯血の採取、保存に取り組んでいる。 

 

臍帯血供給数・移植使用数の推移 

年 平成 9～ 27 年  平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 計 

全国公的ﾊﾞﾝｸ計 

供給数（移植使用数） 

13,311 
(12,924) 

1,376 
(1,330) 

1,391 
(1,362) 

1,347 
(1,318) 

1,416 
(1,378) 

18,841 
(18,312) 

兵庫さい帯血バンク 

供給数（移植使用数） 

1,548 
(1,490) 

134 
(129) 

169 
(162) 

108 
(109) 

125 
(124) 

2,084 
(2,014) 

※平成 26 年 4 月より全国のバンクは 6 バンクとなっている。 
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【課 題】 

(1) 骨髄等移植 

骨髄バンク事業は、平成 20 年１月に当初目標の全国 30 万人のドナー登録者

を確保し、令和 2 年 8 月末現在では 528,586 人となっている。そのため登録患者

の約 96%にＨＬＡ型が適合するドナーが見つかる状況であるが、ドナーの健康上

の理由や仕事の都合などから骨髄提供に至らないケースがあり、移植を受けられ

るのは登録患者の６割程度にとどまっており、さらなる登録者確保が必要である。 

(2) 臍帯血移植 

臍帯血移植数の増加を踏まえ、提供者を安定的に確保するとともに、移植成績

を向上させるため、造血幹細胞数の多い臍帯血の採取など、臍帯血バンク事業を

支援する必要がある。 

 

【推進方策】 

(1) 骨髄等移植 

より多くの骨髄等ドナーを確保するため、県民向けリーフレット等の作成・配

布や大学生に対する特別講座の開催等の普及啓発を行うとともに、ボランティア

団体や企業等と連携して献血併行型骨髄ドナー登録会の開催を推進する。（県、

市町、日本骨髄バンク、日本赤十字社） 

また、ドナー休暇制度の導入や骨髄等移植に関する普及啓発に協力する企業・

団体を支援することにより、ドナーが骨髄等を提供しやすい環境づくりを推進す

る。（県、日本赤十字社） 

(2) 臍帯血移植 

臍帯血提供者を確保するため、リーフレット等を作成・配布し、県民、妊産婦

に対する普及啓発を行うとともに、造血幹細胞数の多い臍帯血を保存できるよう、

採取医療機関の従事者等を対象とした研修会を実施する（県、日赤、兵庫さい帯

血バンク）。 
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第６章 歯科保健医療 

 

１  歯科医療                        

高齢化の進展や歯科医療を取り巻く環境の変化に伴って、既に歯科医療の需要に

変化が生じており、現在の外来診療を中心とした歯科医療の提供体制に加えて、病

院の入院患者や居宅の療養者等に対する歯科医療の提供体制を構築することが求

められている。 

  子どもから高齢者まですべての県民が適切な歯科医療を受けることができるよ

う、地域包括ケアシステムの中での歯科医療の一層の充実を図るとともに、在宅

歯科診療提供体制を推進する。 

 

【現 状】 

(1) 病院歯科等とかかりつけ歯科医の連携 

県民が歯科疾患の予防、早期発見及び早期治療を実行するためには、身近なと

ころで受診できる「かかりつけ歯科医」機能の充実が必要である。歯科診療所は

2018 年 10 月 1 日時点で 2,974 箇所であり、人口 10 万人あたりでは 54.2 箇所で

ある。（人口 10 万人あたりの全国平均は 54.2 箇所） 

また、歯科口腔外科等を持ち、入院・手術に対応できる病院等（以下「病院歯

科等」という。）が「かかりつけ歯科医」を支援するとともに、相互の機能分担

と連携を図ることが必要である。本県では、各２次保健医療圏域において、病院

歯科等と「かかりつけ歯科医」との連携システムづくりを行っている。 

(2) 休日歯科医療の実施 

休日に歯科医療を行う診療所等は、県内に 11 か所設置されている。 

(3) 在宅歯科診療等の実施状況 

障害者に対する歯科医療については、各診療所で対応できない場合に、各２次

保健医療圏域にある 33 の病院歯科及び、県内 12 か所の口腔保健センター等で

実施されている。 

また、在宅療養支援歯科診療所の届け出をしている歯科診療所は 2017 年 4 月

時点で 573 箇所あり、高齢化の進展により在宅医療の需要が増加することが想

定される。 

(4) 医科歯科連携体制の構築 

歯科のない医療機関へ歯科医師や歯科衛生士を派遣する医科歯科連携を行っ

ており、入院患者の口腔機能の改善を目指すとともに、退院後も口腔機能管理を

継続できる仕組みの構築を推進している。 

(5) 介護施設との連携体制の構築 

要介護者等の施設入所者に対する歯科医療について、老人保健施設及び特別

養護老人ホーム等の介護施設は協力歯科医療機関の確保に努めることとされて

いる。 
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【課  題】  

(1) 地域包括ケアシステムの中での歯科医療の充実 

県民の誰もが身近なところで適切な歯科診療を受けることができるよう、か

かりつけ歯科医機能の充実、歯科診療所と病院歯科等との連携の充実、各圏域に

おける歯科医療支援体制の整備等、地域包括ケアシステムの中での歯科医療の

一層の充実を図る必要がある。 

(2) 休日歯科医療の整備 

歯科診療所の診療形態が多様な状況となっており、今後の休日歯科医療体制

整備のあり方を検討する必要がある。 

(3) 在宅歯科診療体制等の充実 

高齢化の進展や地域医療構想による地域完結型医療への転換による訪問診療

の増加に伴い、在宅や施設入所の寝たきりの高齢者、障害児（者）等を対象とし

た訪問歯科診療のサービス提供体制のさらなる充実を図る必要がある。 

(4) 関係機関との情報共有 

患者情報を共有する等、在宅医療におけるさらなる医科歯科連携を進めると

ともに,医療と介護の連携・一体化の目的を明確にした人的ネットワークの構築

とそれを支える情報の共有化を進める必要がある。 

(5) 医療機関との連携体制 

脳卒中など生活習慣病の治療過程にいて、口腔機能の維持や摂食嚥下対策の

重要性が指摘されている。生活習慣病の急性期・回復期・維持期の医療を担当す

る医療機関の要請に応じ地域の歯科医師がその医療機関に出向いて患者の治療

や口腔機能の維持、摂食・嚥下訓練等訪問歯科診療を行うなどの連携体制を進め

る必要がある。 

 

【推進方策】 

(1) 病院歯科等とかかりつけ歯科医との連携強化 

かかりつけ歯科医と病院との機能分担を図ることを目的とし、各地域で整備

が進められている地域包括ケアシステムの中での歯科医療について、かかりつ

け歯科医に対する支援機能の整備を含め、県健康福祉事務所、市保健所、市町保

健センター及び郡市区歯科医師会が連携して一層の普及・充実を図る。（県、市

町、関係団体、歯科医療機関） 

(2) 休日歯科医療体制の整備 

多様化を踏まえた休日歯科医療体制のあり方について、全県で検討するとと

もに、２次保健医療圏域ごとの整備についても検討を進める。（県、市町、関係

団体、歯科医療機関） 
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(3) 在宅歯科診療サービスの充実 

高齢者や障害児（者）については、寝たきりの状態であるなど通院が困難であ

ったり、疾病や不随意運動等によって一般の歯科診療所では十分な歯科診療を

行えない場合がある。このため、訪問（在宅）歯科診療や､麻酔･入院施設のある

病院施設等との連携を強化するとともに､十分な歯科医療を提供できる体制づ

くりを進める。 

また、在宅医療サービスの充実による人材の確保が重要であることから在宅

医療に関わる研修を推進する。(関係団体､歯科医療機関) 

(4) 医科歯科連携体制の推進 

在宅療養者に対して医科歯科連携における歯科支援についての歯科と医科の

関係者からなる検討会を行う等、さらなる医科歯科連携を推進するとともに、地

域医療構想調整会議等を通じて県歯科医師会をはじめ、県医師会・県薬剤師会等

とともに情報ネットワークを構築した上で、医療の質の向上、在宅医療・介護へ

の円滑な移行支援、患者・患家の負担の軽減を図る。（関係団体、医療機関） 

(5) 医療機関との連携体制の推進 

生活習慣病患者への口腔機能の維持の重要性を医療関係者に普及するための

研修を行うとともに、医療機関からの求めに応じて生活習慣病患者の口腔機能

の維持を行う歯科医療の体制整備を図る。（関係団体、医療機関） 

 

【目標】 

目標 策定時 現状値 目標設定(達成年度) 

在宅療養支援歯科診

療所の届け出をして

いる歯科診療所数 

－ 

446 箇所 

(2020.4 月 

       ※1) 

訪問診療需要の増加比率

に応じた箇所数等の増加 

2023：2020 に対し 113％ 

2025：2020 に対し 121％(地

域医療構想目標年) 

 ※1 R2.4 月施設基準等届出状況(近畿厚生局) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５部 保健・医療・福祉の総合的取組の推進 

第６章 歯科保健医療 

331 
 

休日歯科診療一覧表 

 施      設      名 所  在  地 

 １ (公社)神戸市歯科医師会附属歯科診療所  神戸市中央区三宮町 2-11-1 センタープラザ西館５階 509 号室 

 ２ （一社）尼崎市歯科医師会尼崎口腔衛生センター 尼崎市東難波町 4-13-14 

 ３ 西宮歯科総合福祉センター 西宮市甲子園洲鳥町 3-8 

 ４ 芦屋市歯科センター 芦屋市呉川町 14-9 芦屋市保健福祉センター内 

 ５ 伊丹市口腔保健センター 伊丹市昆陽池１丁目 40 

 ６ 川西市ふれあい歯科診療所 川西市火打 1-12-16 キセラ川西プラザ 2 階 

 ７ 三田市歯科医師会（各医院の輪番制）  

 ８ 宝塚市立歯科応急診療所 宝塚市小浜２丁目 1-30 

 ９ 明石市立あかしユニバーサル歯科診療所  明石市鷹匠町 1-33 

 10 加古川歯科保健センター 加古川市米田町船頭 5-1 

 11 三木市歯科医師会附属休日歯科診療所 三木市大塚１丁目 6-40 

 12 （一社）姫路市歯科医師会口腔保健センター  姫路市安田３丁目 107 

 13 丹波篠山市歯科医師会（各医院の輪番制）  

 14 丹波市歯科医師会（各医院の輪番制）  

 

障害者歯科診療施設一覧 

 施      設      名 所  在  地 

 １ こうべ市歯科センター 神戸市長田区二葉町 5-1-1-201 アスタくにづか 5 番館 2F 

 ２ （一社）尼崎市歯科医師会尼崎口腔衛生センター  尼崎市東難波町 4-13-14 

 ３ 西宮歯科総合福祉センター 西宮市甲子園洲鳥町 3-8 

 ４ 芦屋市歯科センター 
芦屋市呉川町 14-9 芦屋保健福祉センタ
ー内 

 ５ 伊丹市立口腔保健センター 伊丹市昆陽池１-40 

 ６ 川西市ふれあい歯科診療所 
川西市火打 1-12-16 キセラ川西プラザ
2 階 

 ７ 宝塚市立口腔保健センター 宝塚市小浜 2-1-30 

 ８ あ か し ユ ニ バ ー サ ル 歯 科 診 療 所   明石市鷹匠町 1-33 

 ９ 加古川歯科保健センター 加古川市米田町船頭 5-1 

10 姫路市歯科医師会口腔保健センター 姫路市安田 3-107 

11 相生・赤穂市郡歯科医師会附属歯科診療所 赤穂市中広 267 赤穂市総合福祉会館内 

12 （一社）洲本市歯科医師会立身体障害者歯科診療所 洲本市港 2-26 
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２ 歯科保健 

歯及び口腔の健康を保つことは、単に食物を咀嚼するというだけでなく、食事や

会話を楽しむなど豊かな人生を送るための基礎となる。また、歯周疾患は全身疾患

との相互関係が示唆されている。そこで、妊産婦（胎児）から高齢者に至る生涯を

通じた歯科保健対策（８０２０運動）を実施することにより、県民の健康を支える。 

 

【現 状】  

(1) 平成 28 年度疾病分類統計調査（兵庫県国民健康保険団体連合会）によると、

市町国民健康保険加入者にかかる医療費のうち、一人あたり医療費は「歯肉炎及

び歯周疾患」が最も高くなっている。 

(2) 乳幼児・学齢期のう蝕有病者率は全体として年々減少している。一方、成長過

程での変化の特徴として小学校入学前後から増加し、小学３年生をピークとして

減少に転じ、中学校入学以降に再び増加する。 

 

 

 

 

 

  

 

資料 「令和元年度実績 兵庫県健康増進課調べ」等 

(3）進行した歯周疾患を有する人の割合は年齢とともに増加し、女性より男性の方

が高く、「歯間清掃用具を使用する」、「定期的な歯科健診を受診している人の割

合」も女性に比して男性が低い傾向が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 「平成 30 年度兵庫県健康増進課調べ」 

(4) 兵庫県では、歯科保健対策を総合的、体系的に推進するための指針として、平

成 23 年 4 月に施行した「健康づくり推進条例」に基づき「歯及び口腔の健康づ

くり」を柱の一つと位置づけ、歯科保健対策の充実を図っている。 

  

幼児期 ･学齢期のう蝕
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＜「健康づくり推進実施計画（歯及び口腔の健康づくり分野）」（平成 30 年３月策定）の概要（課題及び推進方策部分）＞  

【課 題】                                

(1) (総合的な推進) 一人当たりの現在歯数は、60 歳代以降から減少傾向にある。

成人以降に歯を失う主な原因は歯周病であり、歯周病の発症は 30 歳代から急増し

ている。 

(2) (次世代への支援) 妊婦歯科健診等は 39 市町で実施され増加しているが、受診

率が低いことが課題である。幼児期、学齢期におけるむし歯のある者の割合は、

年々減少傾向にあるが、歯肉炎の増加、正しい食べ方支援が必要な子どもの増加

など新たな問題も増えている。 

(3) (成人期) 歯周病は、40 歳代から 70 歳代にかけて急増している。8020 運動の目

標達成者割合は、40 歳代では横ばいであり、50 歳代では改善傾向がみられる。 

(4) (高齢期) オーラルフレイルや高齢者の死因の大きな割合を占める誤嚥性肺炎

の原因となる歯周病などの歯科疾患の増加、さらに歯の喪失による咀嚼（そしゃ

く）・嚥下（えんげ）機能低下が課題である。8020 運動の目標達成者割合は、60 歳

代では改善したが、70 歳代では悪化している。 

(5) (配慮を要する方への支援)「障害者(児)入所施設での定期的な歯科健診実施率」

「介護老人福祉施設及び介護老人保健施設での定期的な歯科健診実施率」は増加

しているが目標値には達していない。 

 

【推進方策】 

(1) 生涯自分の歯でおいしく食べて充実した生活を送るために、ライフステージに

応じた歯と口腔の保健サービスを推進し、一人ひとりの保健行動を促進する。 

(2) 8020 運動をさらに推進し、歯と口腔の健康に関する最新の正確な知識・情報を

県全体に広く啓発する。 

(3) 妊娠期の歯と口腔の健康を維持するため、妊婦歯科健診・相談事業等母子の歯

の健康に関するサービスを推進する。 

学齢期における適切な生活習慣、食生活習慣の定着を図る。 

(4) 成人期は、歯周病の予防促進のため歯科健診等の受診を推進する。 

(5) 高齢期は、オーラルフレイル対策により全身虚弱や認知症の予防を推進し、か

かりつけ歯科医の指導のもと健康な高齢者を増やす。全身状態を配慮した歯科治

療や食への支援に関する指針などの体制づくりを推進する。 

(6) 障害のある人や介護を必要とする方に、歯と口腔機能の発達・維持のために必

要な歯科保健サービスの充実を図る。 

 

【目 標】 

 生涯を通じて満足度の高い充実した生活を維持するため、ライフステージに応じ

た歯及び口腔の健康づくりを推進する。 

 

 

 

 

 

※１ 平成 27 年度 3 歳児歯科健診結果、※２ 平成 28 年度兵庫県健康増進課調  
※３ 平成 28 年度兵庫県健康づくり実態調査  

○むし歯のない 3 歳児の割合             85.0%※1（平 27)→90%以上（令 4 目標） 

○12 歳児で歯肉に炎症所見を有する者の減少 4.2％※2（平 28)→3％以下（令 4 目標） 

○40 歳で現在歯数 28 歯以上            64.4%※3 (平 28)→77%以上(令 4 目標) 

○60 歳で現在歯数 24 歯以上            68.4%※3 (平 28)→73%以上(令 4 目標) 
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第７章 薬事 

 

１ 医薬品等の品質、有効性及び安全性の確保 

医薬品等は、県民の保健医療に必要かつ不可欠なものであり、製造・流通・販売

から服薬等使用に至るまで、その品質、有効性及び安全性を確保する必要がある。

超高齢化社会を迎え、より安全で有効な医薬品等の重要性はますます増大してい

る。 

このことから、不正・不良医薬品等の製造・販売及び医薬品等による事故の発生

を防ぐとともに、医療の質的向上と県民の健康の維持・増進を図る。 

【現 状】 

(1) 医薬品等の製造販売業等の許可・登録審査を中心に、製造業者に対するＧＭＰ

省令等の遵守について監視指導を行っている。また、特に承認と異なる方法で製

造された医薬品の流通防止対策を強化している。 

(2) 薬局・医薬品販売業等に対する監視指導を強化して、薬剤師等の常時配置、医

薬品の情報提供体制、医薬品等の販売管理及び偽造医薬品の流通防止等について

指導し、法遵守の徹底を図っている。 

(3) 医薬品成分を不正に添加した疑いのある食品や医薬品的な効能効果を標ぼう

する食品等について、必要に応じて試験検査を実施する等、不適正製品の排除を

図っている。 

(4) ジェネリック医薬品（後発医薬品）の品質を確保するため、国と協力して溶出

試験等の品質検査を実施し、検査結果を公表するほか、県薬剤師会等と連携して、

ジェネリック医薬品の正しい情報提供に努めている。 

 

【課 題】 

(1) 医薬品等の製造販売業者等に対して、計画的・効率的な立入検査の他、事前連

絡をしない立入検査を実施する等適切な指導を継続する必要がある。 

(2) 薬局・医薬品販売業等者等に対する立入検査を実施し、遵守事項のさらなる徹

底を図る必要がある。 

(3) 医薬品の適正使用の向上を図るため、医療機関、薬局等における医薬品等安全

性情報の収集・提供体制の充実を図る必要がある。 

 

【推進方策】 

(1) 医薬品等の製造販売業者等に対する監視指導等の徹底と体制の充実 

   事前連絡をしない立入検査等により法令の遵守指導を徹底する。また、製薬技

術の高度化等に対応し得るよう、研修等により薬事監視員の資質の向上に努め、

監視指導体制の充実を図る。（県） 

(2) 薬局・医薬品販売業等に対する監視指導の徹底 

薬局・医薬品販売業等に対して計画的・効率的な監視指導を行い、遵守事項等

の徹底を指導するとともに、医薬品等安全性情報の収集・提供等の充実を図る。

（県、保健所設置市） 
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(3) 医薬品等安全性情報の収集・提供体制の充実 

    医薬品等の副作用情報等の迅速かつ正確な提供体制を整備するため、兵庫県薬

剤師会薬事情報センターの運営を支援する。（県） 

○ＧＭＰ：Good Manufacturing Practice の頭文字。「医薬品及び医薬部外品の製造管

理及び品質管理の基準に関する省令」による基準。 

 医薬品及び医薬部外品の原料の受け入れから製造工程、試験方法、出荷判定基準等を

文書化し、定められた手順で製造することにより、製品の品質を確保する手法。 

○ジェネリック医薬品（後発医薬品）：新薬(先発医薬品)の特許期間終了後に発売され

る同じ有効成分をもつ比較的廉価な薬のこと。先発医薬品と同等の有効性などにつ

いて審査されており、品質を確保するため、溶出試験に基づく再評価などが実施され

ている。 

 

２ 薬物乱用の防止 

薬物乱用は、単に乱用者自身の精神や身体上の問題にとどまらず、家庭の崩壊や

悲惨な事件を誘発させ、計り知れない危害をもたらすため、社会全体の問題として

取り組む必要がある。 

特に、青少年に対する啓発活動に重点を置いた薬物乱用防止対策を推進する。 

 

【現 状】 

(1) 薬物乱用の動向 

 ア 全国 

わが国の薬物事犯の検挙人員の８割が覚醒剤事犯であり、次に大麻事犯が占

める。  

覚醒剤の検挙人員は、令和元年は 8,730 人で、依然高水準で推移している。

また、大麻の検挙人員は、平成 21 年をピークに減少傾向にあったが、平成 26

年に増加に転じ、令和元年は 4,570 人で、そのうち若年層（30 歳未満）が約

半数を占めている。近年社会問題となった危険ドラッグの検挙人員は平成 27

年の 1,196 人をピークに減少している。 

イ 兵庫県 

令和元年の全薬物事犯の検挙人員は 657 人で、このうち覚醒剤による検挙

人員は 378 人(58％)で、30～40 歳代が多い。またこのうち再犯者は 61%を占

め、覚醒剤の乱用が続いている。 

令和元年の大麻事犯の検挙人員は 265 人で、平成 21 年の 168 人をピークに

一時減少傾向にあったものが、再び増加傾向にある。年齢別に見ると 30 歳未

満が 68%を占め、また初犯者は 234 人(88%)で、若年層を中心に乱用が認めら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

兵庫県 R1 大麻事犯年齢別検挙状況  
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(2) 県の取り組み 

兵庫県では、薬物乱用対策を総合的に進めるため、行政、教育、警察等の機関

及び団体からなる兵庫県薬物乱用対策推進会議を設置し、①青少年薬物乱用防止

対策、②再乱用防止対策、③取締り、④密輸対策を四本柱とし、特に青少年の薬

物乱用防止対策を重点事項として推進している。 

また、平成 26 年には、「薬物の濫用の防止に関する条例」を施行し、危険ドラ

ッグを入手できない、使用できない環境づくりに努めている。 

 
【課 題】  

(1) 医療上使用される麻薬及び向精神薬については、不正流出等を防止するため、

医療機関、薬局等の医療従事者に対し、引き続きこれら医薬品の適正な管理体

制等を指導する必要がある。 

(2) 覚醒剤による検挙者のうち再犯者は約６割を占める現状から、乱用者やその

家族などからの相談、支援体制を充実する必要がある。 

(3) 近年、青少年の大麻事犯が急増し、スマホやインターネットを悪用した入手も

身近な要因となっている。また、使用のきっかけは、知人等からの誘いを断れな

かったこと等も挙げられ、これら薬物の危険性と断り方について普及啓発を図る

必要がある。 

 
【推進方策】 

(1) 麻薬及び向精神薬等の適正管理 

ア 麻薬及び向精神薬等を取扱う病院・診療所・薬局等に立入検査を行い、これ

ら医薬品の適切な管理を指導する。（県） 

イ 病院・診療所・薬局等に勤務する医師・薬剤師等を対象とした、麻薬及び向

精神薬等取扱いに関する説明会を開催する。（県、関係団体） 

(2) 薬物乱用者及びその家族の相談支援体制 

薬物乱用者及びその家族に対して、県精神保健福祉センター、県健康福祉事務

所、市保健所等に薬物相談窓口を設けて相談に応じるとともに、支援する。（県、

保健所設置市等） 

(3) 青少年への薬物乱用の危険性の普及啓発 

ア 大麻、危険ドラッグなど、乱用薬物が多様化していることから、最新の情報

を備えた啓発資料を作成して提供する。（県、保健所設置市） 

イ 地元警察、学校薬剤師等と連携して、小学校・中学校及び高等学校の各段階

に応じた薬物乱用防止教室を開催し、児童・生徒に対して薬物乱用の危険性や

毒性と、万が一身近な人から薬物を勧められた場合の断り方を啓発する。(県、

市町) 

ウ 県下 12 か所に設置した薬物乱用防止指導員協議会(以下「協議会」という。)

に所属する薬物乱用防止指導員を中心とした街頭啓発活動、青少年への薬物乱

用防止講習会等を郡市薬剤師会、薬物依存症回復支援団体等と連携して実施す

る。（県、保健所設置市、協議会、関係団体） 

エ 「不正大麻・けし撲滅運動」（５・６月）をはじめ、「ダメ。ゼッタイ。」普

及運動（６月 20 日～７月 19 日）及び「麻薬・覚醒剤乱用防止運動」（10・11

月）期間において薬物乱用防止啓発活動の取組を強化する。（県、保健所設置

市、協議会、関係団体） 

(4) 危険ドラッグ対策 

関係機関と連携して危険ドラッグの販売が疑われるネット販売店舗等の情報

収集に努め、警戒態勢を継続するとともに、試験検査体制を強化する。疑わしい

商品があれば試買検査等を行い、規制成分発見時には、法令や条例に基づく迅速

で徹底した指導・取締を行う。（県、保健所設置市） 
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３ 血液確保対策 

血液製剤は人工的に製造できず、かつ、多くの血液製剤は使用期限が短いことか

ら、医療に必要な血液製剤を安定的に供給するためには、年間を通じて安定的に献

血者を確保する必要がある。 

そのため、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律に基づき、献血につ

いて県民の理解を深め、献血者の安定的な確保を図るとともに、医療機関での血液

製剤の適正使用を推進する。 

 

【現 状】 

兵庫県献血等推進計画（毎年度策定）に基づき、必要な血液を安定的かつ無駄なく

確保するため、市町、企業、ライオンズクラブ等と連携し、日々の需給状況を勘案し

ながら、計画的な献血者の確保等に努めている。 

献血者数の推移 

 献血者数（人） 目標献血者数

（人） 

目標達成率

（％）  200mL 400mL 成分 

27 年度 209,510 8,897 147,465 53,148 211,900 98.9 

28 年度 209,692 7,865 143,485 58,342 215,563 97.3 

29 年度 199,539 5,992 143,675 49,872 203,228 98.2 

30 年度 200,618 6,104 141,356 53,158 202,057 99.3 

R1 年度 208,291 5,245 144,110 58,936 209,366 99.5 
 

(2) 兵庫県合同輸血療法委員会を設置し、輸血療法を行う医療機関を対象とした、

輸血医療従事者研修会の実施等、血液製剤の適正使用の推進に努めている。 

 

【課 題】 

(1) 全国的に若年者層、特に 20～30 代の献血率が減少しており、本県においても

同様である。今後、ますます少子高齢化が進んでいくことから、将来に備え、若

年者層に対する献血思想の普及啓発の強化が必要である。 

(2) 血液製剤が人の血液に由来する有限で貴重なものであること及び原料に由来

する感染のリスク等について特段の注意を払う必要があることから、継続して

血液製剤の適正使用に取り組む必要がある。 
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【推進方策】 

(1) 献血思想の普及啓発 

献血キャンペーン等を通じて献血思想のより一層の普及啓発に努める。特に、

将来の献血者を確保するため、中学生、高校生、大学生等若年層への普及啓発に

努める。 

また、医療機関の需要、血液製剤の安全性の観点から、400mL 全血献血及び成

分献血の推進に努める。（県、市町、日本赤十字社） 

(2) 血液製剤の適正使用の推進 

「血液製剤の使用指針」及び「輸血療法の実施に関する指針」に基づき、医療

機 関における血液製剤の適正使用を推進するため、輸血療法をおこなう医療機

関を対象とした、輸血医療従事者研修会等を実施し、血液製剤の適正使用の推進

に努める。（県、日本赤十字社） 

  



第５部 保健・医療・福祉の総合的取組の推進 

第９章 保健・医療・福祉が連携した提供体制の構築 

339 
 

第８章 健康危機管理体制  

 

１ 健康危機管理 

地域保健を取り巻く環境は大きく変化してきており、特に阪神・淡路大震災、Ｓ

ＡＲＳ等の新興感染症、テロ、化学物質による災害、放射線事故や医療事故等など、

様々な健康危機が発生し、求められる対応が多様化、高度化してきている。 

このような中、地方公共団体は、専門技術職員の配置や職員の資質向上によって、

多様化、高度化している健康危機の発生を未然に防ぎ、その拡大を早期に抑えるこ

とについて適切に対応しなければならない。 

常に県民と滞在者の生命の安全と健康の確保に万全を期するため、健康危機に

24 時間 365 日迅速かつ幅広く対応できる体制を整備する。 

【現 状】 

県では、昭和 37 年から「兵庫県地域防災計画」を策定していたが、近年、新た

な健康危機が発生したため、平成８年度に「兵庫県腸管出血性大腸菌 O157 等対策

要領」を、平成 10 年度に「兵庫県毒物・劇物事故等対策実施要領」、「食中毒処理

要領」及び「感染症対策マニュアル」を策定した。また、災害時の地域保健活動に

ついては、平成８年 3 月に「災害時保健活動ガイドライン」、平成 11 年３月に「災

害復興期地域保健福祉活動ガイドライン」を策定した。 

さらに、平成 14 年４月には、健康危機に 24 時間 365 日迅速かつ幅広く対応でき

る体制を整備し、常に県民と滞在者の生命の安全と健康の確保に万全を期すること

を目的として健康危機管理の基本指針を定めた。あわせて、この基本指針に基づき、

健康危機管理基本要領、健康危機管理マニュアル、分野別マニュアルを策定すると

ともに、集団食中毒、感染症、環境汚染等の健康危機に迅速に対応できるよう、県

民、関係機関からの情報を 24 時間受け付ける仕組みとして、健康危機ホットライ

ンを整備した。 

 

 令和元年度健康危機管理ホットライン受理件数（単位：件） 

区分 感染症 食中毒 
狂犬病 
咬傷犬 毒物 ･劇物  

水 道 ・  
河 川 汚 染  犬・ねこ 精 神 障 害  その他 合計 

R1 469 15 1 0 1 11 26 55 578 

 

【課 題】 

新型インフルエンザ等の新興感染症やアスベストによる健康被害など、健康危機に

迅速かつ的確に対応できる体制を強化する必要がある。 

 

【推進方策】 

「兵庫県健康福祉部健康危機管理基本指針」に基づき推進する。 
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＜「兵庫県健康福祉部健康危機管理基本指針」の概要＞ 

１ 健康危機管理の基本的な考え方 

(1) 県民等の生命の安全と健康の確保を第一とする。 

(2) 24時間365日対応の健康危機管理体制とする。 

(3) 健康福祉事務所を地域における健康危機管理の拠点とし、地域における保健医

療の行政責任者である健康福祉事務所長（保健所長）を健康危機情報取扱責任者

と定める。 

(4) 健康被害の発生予防、拡大防止、発生時の医療体制の確保及び県民等に対する

適切な情報提供等に努める。 

(5) 常に社会情勢の変化等に対応できるよう、健康危機管理体制を随時見直してい

く。 

２ 情報の収集と伝達 

健康危機情報は、迅速かつ広範に収集することが重要であることから、県民、地

方機関、市町、マスコミ等を通じて情報収集に努めるとともに、関係機関との情報

の伝達及び共有化を図る。 

３ 広報 

健康危機の状況、健康危機への適切な対応方法等について、逐次マスコミ等を通

じた広報を行い、県民の安全確保、不安除去等に努める。 

情報提供にあたっては、個人のプライバシーに十分配慮する。 

４ 平常時の活動 

(1) 健康危機の発生に際して、迅速かつ円滑に対応するため、特に初動時に、責任

者に必ず連絡が取れるよう日頃から連絡体制の構築に努める。 

(2) 健康危機管理において、最も重要な点は健康危機の発生防止であることから、

常に危機に対する意識を持ち、日常業務を行う。 

(3) 発生に備え２次保健医療圈域毎に健康危機管理要領及び同要領に基づくマニ

ュアル等を策定しておく。 

常に模擬訓練等を通じ、管理能力や資質の向上を図る。 

(4) 各種の機会を活用し、健康危機に関する県民への啓発と意識高揚に努める。 

５ 発生時の対応 

(1) 健康危機が発生した場合、規模、内容、以後の展開によっては緊急対応が必要

であり、組織的な活動を行うとともに、弾力的に対応する。 

(2) 初動対応が以後の事態を大きく左右することがあり、概ね１時間以内に被害状

況を把握するとともに、必要な場合は患者受入れ医療機関の調査、救護班の編成

や現地派遣等を行う。 

(3) 健康危機の内容ごとに定められた、分野別マニュアル等※に基づき対応する。 

※ 個別の健康危機管理ごとに、発生時初期における具体的な活動内容について感染症

対策マニュアル、腸管出血性大腸菌Ｏ157 等対策要領、ＳＡＲＳ対応マニュアル等を

定めている。 
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２ 災害時の保健対策 

災害時の保健活動は、災害時の総合的な対策を定めた「災害対策基本法」及び被

災者に対する具体的、応急的な対策を内容とする「災害救助法」の法規に基づいて

実施され、県においては、「地域防災計画」及び「災害時の関西広域連合応援・受

援マニュアル」に基づき保健対策を実施することとしている。 

また、東日本大震災における保健活動を踏まえて改訂した「災害時の保健師活動

マニュアル」や「ひょうごの保健師業務ガイドライン」、「災害時における行政栄養

士活動ガイドライン」等に基づき、新たな災害に対応できるよう保健活動体制を整

備する。 

 

【現 状】 

(1) 阪神・淡路大震災以降、県内保健師は県内外の被災地で保健活動を展開した。

4 月 19 日から 8 月 2 日（1～15 次）にわたり熊本県益城町に 23 チーム、保健師

46 人、支援員 23 人、栄養士 8 名の合計 77 人を派遣した。 

(2) 被災地での、活動報告会を開催し、健康危機における保健活動を共有する機会

を持つと共に、研修会で、健康危機における保健活動をテーマに盛り込み、危機

管理意識の向上に取り組んだ。また、平成 26 年３月に作成した「災害時の保健

師活動ガイドライン」を基に、健康福祉事務所と市町が連携し、市町における「災

害時の保健師活動マニュアル」の作成をすすめている。 

(3) 重症神経・筋難病患者や人工呼吸器装着患者等、医療依存度の高い在宅療養者

については、在宅人工呼吸器装着患者個別災害対応マニュアル等を作成し災害時

の支援体制整備を図っている。 

(4) 阪神・淡路大震災後を機に開設された、兵庫県看護協会による「まちの保健室」

を継続し、地元市町や関係機関・団体との協働により健康相談等を実施している。 

(5) 東日本大震災を契機に、厚生労働省において、重大な健康危機が発生した際に

被災地で健康危機管理に係る指揮調整等を支援する専門チーム（１チーム５人程

度(公衆衛生医師、保健師、栄養士、薬剤師、業務調整員等）で構成）として、

災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）が制度化された。 

 

【課 題】 

(1) 新たな災害の発生に備えて平時から市町、関係機関、関係団体、地域住民等を

含めた災害時の保健活動の体制整備を推進する必要がある。 

(2) 災害時の保健活動に関する知識や技術について、資質向上を図る必要がある。 

(3) 災害時の要援護者（人工呼吸器等医療依存度の高い在宅療養者）について、個

人情報保護法に配慮したニーズ把握と情報提供のしくみを整備し、災害時は適切

な支援が行えるよう体制を整備する必要がある。 

(4) 社会関係資本等（ソーシャルキャピタル）を活用した、少子高齢化に対応する

地域包括ケアシステムの構築を推進する必要がある。 
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【推進方策】 

(1)「災害時の保健福祉活動ガイドライン」の普及を図るとともに、市町地域防災

計画の策定に保健師等が参画し、市町毎に災害時の保健師活動マニュアルを策定

する。（県、市町） 

(2) 関係団体との災害時における医療救援活動に関する協定等に基づき活動に必

要な体制の整備を行う（県、市町、関係団体） 

(3) 各種研修において、健康危機管理の内容を盛り込み、保健師の資質向上を図

る。（県） 

(4) 平時から体制整備のための連絡会、研修やシミュレーション訓練等を実施し、

災害発生時における重層的な対応が可能となる体制を構築するとともに、地域住

民への意識啓発や防災、減災教育を実施し、リスクコミュニケーションを図る。

（県・市町・関係機関・関係団体） 

(5) 要援護者名簿や避難所運営方針を作成し、災害発生時の支援方策を関係機関

と検討・共有する。（市町） 

(6) 市、地域包括支援センター、社会福祉協議会等、地域の関係機関が連携して、

災害復興公営住宅におけるコミュニティづくり等を支援する。（県・市・関係機

関・関係団体） 

(7) 聴覚障害などコミュニケーションに障害のある者への災害時の安定した情報

提供 体制と情報受信を確保するため、災害時にあらかじめ登録された携帯電話

等へ情報発信する「聴覚障害者災害等緊急時情報発信システム」の普及を図る。

（県・関係団体） 

(8) DHEAT の編成に向け、公衆衛生医師、保健師等の災害時に保健医療活動を担う

職員を専門的な研修に派遣し、県内外の支援ニーズに対応可能な体制整備を進め

る。（県） 
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第９章 保健・医療・福祉が連携した提供体制の構築  

保健・医療・福祉のサービス、ケア、支援等は、それぞれ別の法制度に基づいて

様々な関係機関、事業所等により実施されているが、サービス等を受ける県民にと

っては分けては考えることのできない一連のサービス等であり、高齢化の進展に伴

って相互の連携は一層重要度を増している。 

病気や障害を持っていても、できるだけ住み慣れた地域で人間としての尊厳を持

って、いきいきと暮らしていけるよう、保健・医療・福祉のサービス等の提供体制

の充実及びその連携の強化を図る。 

 

【現 状】 

(1) 高齢者に関する連携状況 

75歳以上の高齢者の増加を踏まえ、中重度の医療と介護双方のニーズを併せ

持つ高齢者の増加を見据えた計画的な対応が必要である。その一方で、医療・

介護の担い手の確保に影響する生産年齢人口は減少することが見込まれてい

る。こうしたことから、今後は、限られた人材の中で、地域の医療・介護の専

門職がその専門性を十分に発揮しつつ互いに連携し、利用者から見て一体的に

サービス・支援を提供することが求められている。 

また、県では、本計画に基づき在宅医療の提供体制を整備するとともに、兵

庫県老人福祉計画（第８期介護保険事業支援計画）に基づき、在宅介護等の介

護サービスの提供体制を構築する。あわせて、高齢者が住み慣れた地域ででき

るだけ自分らしい暮らしを継続できるよう、高齢者本人のニーズに応じ、①医

療、②介護、③介護予防、④住まい、⑤生活支援サービスを切れ目なく提供す

る「地域包括ケアシステム」の構築に向けて積極的に市町を支援することとし

ている。  

市町においては、地域の目指す方向性・目標（ビジョン）等を踏まえ、介護

保険法に基づく地域支援事業を活用しながら、医療と介護の連携推進、地域ケ

ア会議の開催、生活支援体制整備、一般介護予防に係る取組の実施等により、

保健、医療、福祉の連携体制の強化や支え合いの地域づくりの構築を進めてい

る。とりわけ高齢者に対する支援の充実に向けて、これらの取組の連携コーデ

ィネート機能を担う地域包括支援センターのさらなる機能強化が必要不可欠で

ある。また、医療や介護の多職種が緊密に連携する体制を構築することが重要

である。 

(2) 高齢者・障害者（児）に対するリハビリテーションに関する連携状況 

高齢者や障害者をはじめ、誰もが住み慣れた地域で生活が続けられるよう、疾

病の急性期・回復期・維持期を通じた適切なリハビリテーションが重要であり、

県では、保健・医療・福祉の連携のもと、「兵庫県地域リハビリテーション連携

指針（平成 13 年 3 月策定）」に基づき、地域リハビリテーションの推進に取り組

んでいる。 

 

 



第５部 保健・医療・福祉の総合的取組の推進 

第９章 保健・医療・福祉が連携した提供体制の構築 

344 
 

(3) 精神科医療に関する連携状況 

  本県では、退院可能な精神障害者の地域移行の推進に向け、医療・福祉等の関

係機関による連絡会議を開催するとともに、関係機関への研修等の事業を行っ

ている。さらに、地域に移行する精神障害者の受け皿となるグループホーム等の

整備や就労継続支援など、障害福祉サービス等の充実を図っている。 

今後は、精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをするこ

とができる、「精神障害者を地域全体で支える体制」の構築を進めるため、従前

の取組を一層充実させることが必要となっている。 

(4) 難病患者支援における連携状況 

難病患者の場合、多くの患者が、主治医やケースワーカー等、医療機関関係

者からの説明により、初めて医療費の公費負担制度を知ることから、兵庫県医

師会に協力を依頼し、医師に対する研修会の開催や週報による周知を行ってい

る。 

また、神経難病患者を始めとする重症難病患者については、県健康福祉事務

所が中心となり、医療のみならず、介護保険制度や障害者福祉制度などを活用

し、福祉関係者とも連携を図りながら患者のＱＯＬの向上に取り組むととも

に、全県的に難病医療ネットワーク支援事業を推進している。 

(5) 発達障害児(者)支援における連携状況 

身近な地域において、発達障害をできるだけ早い時期に発見し、発達状況に応

じた支援が適切に行われるよう、①乳幼児健診及び５歳児発達相談による早期

発見、②県立こども発達支援センターによる診断・診療・療育の一体的提供、③

こども家庭センター及び医療機関による発達評価、④市町保健センター、児童発

達支援事業所、保育所等での療育支援など、保健、医療、福祉等の連携により、

発達障害児(者)へのライフステージに応じた継続的な支援を推進している。 

また、県下６か所に設置されているひょうご発達障害者支援センター、県立こ

ども発達支援センターや県立特別支援教育センター等の専門機関において、市

町や関係機関と連携を図りつつ、専門的支援を推進している。 

平成 29 年度、医療・福祉・教育・労働・警察等関係者による兵庫県発達障害

者支援協議会を新たに設置し、連携の緊密化と切れ目ない支援強化に向けた体

制整備等の検討を進めている。 

 

【課 題】 

(1) 高齢者は、急性期医療から慢性期医療、さらには介護施設又は在宅という経

過をたどる場合が多いことから、入院医療から在宅医療や介護サービスへ円滑

に移行し、その生活が継続できるよう、各場面（①入退院時、②日常の療養時

（緊急時の対応を含む）、③看取り時）に応じた多職種の連携体制の構築を図

ることが重要である。 

(2) 介護保険制度に基づく在宅医療・介護連携推進事業を活用した在宅医療・介

護の連携体制の構築に資する取組や在宅療養推進のための住民への普及啓発の

強化が必要である。 
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(3) 医療、介護サービスやインフォーマルなサービスを有機的に連携させ、包括

的・継続的なサービス提供が行えるよう、地域包括支援センターの機能を強化

する必要がある。 

(4) 主に、軽度の高齢者を対象とした「介護予防のための地域ケア会議」や「地

域づくりによる介護予防」などの市町の介護予防の取組に対する運動・栄養・

口腔に関わる専門職の関与に加え、要支援・要介護状態にある高齢者の重度化

を遅らせるため、保健・医療・福祉の連携によるリハビリテーション等の充実

が必要である。 

(5) 高齢者や障害者が急性期・回復期・維持期等のあらゆる段階を通じて、住み

慣れた地域で、状況に応じたリハビリテーション（医療リハ・生活リハ・職業

リハ）を受けることができるよう、リハビリテーション専門職だけでなく、他

の医療職、介護支援専門員などの介護職等の多職種連携によるチームケアの体

制の構築を図る必要がある。 

(6) 重症心身障害児者のリハビリテーションは、主に障害児（者）リハビリテー

ション施設及び全県リハビリテーション支援センターが担っているが、地域に

よっては慢性的な待機状態等で、身近な地域でリハビリテーションを受けるこ

とが難しい場合がある。 

(7) 第６期障害福祉計画で定める令和５年度末における入院需要及びグループホ

ーム等整備量について医療福祉関係者で共有する必要がある。 

(8) 精神障害者の地域移行、地域定着の促進に向けて、日常生活圏域単位で利用

が可能な医療や障害福祉サービスの充実を図るとともに、地域生活を支えるた

めの有効な手法を検討する必要がある。 

(9) 難病患者が制度を知らずに医療費の公費負担を受けられないことがないよ

う、公費負担制度の周知をさらに図り、重症難病患者等の在宅療養を支援する

必要がある。 

(10) 早期発見・早期支援体制に向けて、発達障害に対応可能な医師及び保健師

等、発達障害児（者）に関わる人材の専門性確保、発達障害を診断・診療でき

る専門医療機関が限られていることによる初診待ちの長期化等が課題である。 

(11) 切れ目ない支援体制の強化に向けて、市町及びひょうご発達支援センター

等が連携した早期から支えつなぐ相談・支援体制づくり、及び、乳幼児期から

就学、就労へとライフステージを通じ一貫した支援等を行う必要がある。 

 

【推進方策】 

(1) 圏域の健康福祉推進協議会や医療・介護の「協議の場」において、保健・医

療・福祉の関係機関、関係団体及び行政の協議のもと、地域における保健・医

療・福祉の一体的推進を図る。（県、市町、関係団体、医療機関、関係機関） 

(2) 市町による在宅医療・介護連携推進事業を活用した医療と介護の連携強化に

資する取組、在宅療養推進に係る普及啓発、市町による介護予防事業の充実に

資する取組等を推進する。（県、関係団体） 
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(3) 高齢者が、本人の状態に応じ、医療や介護サービスを切れ目なく受けられる

よう、第８期介護保険事業計画中も引き続き在宅医療と介護に関わる多職種の

連携に向けて具体的な取組を進めるとともに、地域包括支援センターにおける

総合相談業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務等の強化を通じて、

地域での相互連携体制の構築に努める。また、個別ケースに係る地域ケア会議

の開催などを通じて、介護支援専門員の資質向上及び医療関係職種との連携強

化を図る。（市町、関係団体） 

(4) 地域包括支援センターがコーディネート機能を果たせるよう、その機能強化

に向けた支援を実施する。（県） 

① 地域包括支援センターが実施する地域ケア会議や事例検討会への専門職の

派遣 

② 市町や地域包括支援センター等への学識者等の派遣、及び広域的見地での

地域包括支援センターの運営について助言の実施 

(5) 本計画に基づく在宅医療のニーズの変化等を踏まえ、兵庫県老人福祉計画（介

護保険事業支援計画）に基づき施設及び在宅の介護サービスの計画的整備を推

進する。（県、市町） 

(6) 「兵庫県地域リハビリテーション連携指針」に基づき、地域リハビリテーシ

ョンを引き続き推進し、地域でのリハビリテーション連携の基となる、医療と

地域ケア関係者によるネットワークづくり等に取り組む。（県、関係団体） 

 (7) 県東部において、重症心身障害児者等のリハビリテーションに対応するた

め、県立障害児者リハビリテーションセンターを尼崎市に設置し、隣接する大

阪市内で専門医療を行うボバース記念病院と連携し、医療の提供を一体的に行

う（医療法第42条の２第１項第４号ロの規定に基づき実施）。（県） 

(8) 圏域ごとに保健・医療・福祉関係者が、精神障害者の地域生活に関する課題

を共有し、必要な対策を推進するための協議の場を設置する。（県、市町、医

療機関、相談支援事業所等） 

(9) かかりつけ医や精神科訪問看護等、地域医療の活用を促進し、健康福祉事務

所、精神保健福祉センター、相談支援事業所等の連携によるピアサポーターの

養成及びピアサポーターを活用した地域移行・地域定着の支援、障害福祉サー

ビスの利用を推進するとともに、アウトリーチ（多職種による訪問支援）等、

有効な支援手法の検討を行う。（県、市町、医療機関、相談支援事業所等） 

(10) 兵庫県医師会と連携し、難病患者に対し医療費の公費負担制度の周知を図

る。また、難病患者等保健指導事業を活用し、訪問看護師・訪問介護員・介護

支援専門員ら、難病患者へのサービスを提供する関係者の資質向上を図る。

（県、市町） 

(11) 難病医療ネットワーク支援事業により、人工呼吸器装着患者などの重症神

経難病患者の在宅療養や入院先の確保を支援する。（県） 
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(12) 早期発見・早期支援体制に向けて、県立こども発達支援センターにおける

市町への出張発達相談、及び、かかりつけ医等の医療従事者に対する発達障害

児者への診療技術等の研修等を実施する。加えて、身近なところで診断・診療

が受けられるよう、県立こども発達支援センターと他の医療機関等とのネット

ワーク構築など、医療体制の検討を進める。（県、関係団体） 

(13) 切れ目ない支援体制の強化に向けて、ひょうご発達障害者支援センターを拠

点として、県・市町・関係機関等が連携して、早期から地域における支援を推進

する。また、医療・福祉・教育・労働・警察等関係者による兵庫県発達障害者支

援協議会において、課題を共有し、分野間・ライフステージを通じて切れ目ない

支援のために必要な支援体制の整備、具体的施策を検討する。（県、関係団体） 
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